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臣所信表明演説

平成10年 8 月 7 日
（はじめに）
　この度、私は、内閣総理大臣に任命されま
した。重責を担う身として、わが国が直面す
る重大な事態を直視するとき、「今日の勇気
なくして明日のわが身はない」との感を強く
しております。全身全霊を打ち込んで国政に
取り組んでまいります。
　現下の最大の問題は、長期化する景気の停
滞と金融システムに対する信頼の低下であり
ます。先の参議院議員通常選挙において示さ
れたのは、国民が何よりもまず、わが国の経
済情勢を極めて深刻に感じ、その一日も早い
回復を願っているということでありました。
私は、こうした国民の声を真摯に受け止め、
この内閣を「経済再生内閣」と位置づけ、果
断に取り組んでまいります。日本の金融シス
テムが健全に機能し、日本経済が再生するこ
とこそ、アジアを始めとする世界に日本が貢
献する最大の道であります。
　今日のわが国経済の危機的状況を乗り越え
るためには、国民の叡智を結集することが何
よりも重要です。このため、私に直属する
「経済戦略会議」を設置し、民間の方々や経
済専門家を中心に検討していただくこととし
ました。その上で、最終的な政策は、私自ら
が決断、実行してまいります。また、私は、
勤労者、中小企業の経営者の皆様などを始め
とする国民の生の声に直接耳を傾け、私の考
えをお話しする機会を、できる限り設けてま
いります。
　今日、わが国は、急速な少子高齢化、情報
化、国際化などが進展する中で、大きな変革
期に直面しております。国民の間に、わが国
経済・社会の将来に対する不安感が生まれて
います。政治は、国民の不安感を払拭し、国
民に夢と希望を与え、そして国民から信頼さ
れるものでなければなりません。私は、この

難局を切り拓き豊かで安心できる社会を築き
上げるため、政治主導の下、責任の所在を明
確にしながらスピーディーに政策を実行して
まいります。
　国民の皆様並びに議員各位のご支援をお願
いいたします。
（日本経済再生に向けた決意）
　日本経済再生のために、まず成し遂げるべ
きことは、金融機関の不良債権問題の抜本的
な処理であります。「金融再生トータルプラ
ン」に基づき、いわゆるブリッジバンク制度
を早急に具体化するとともに、不動産担保付
き不良債権に係る債権債務関係を迅速・円滑
に処理するための組織・手続の整備などを
図ってまいります。そのための所要の法案を
既に今国会に提出し、関連する議員立法法案
も提案されています。私は、預金者保護に万
全を期し、金融再生までの期間を可能な限り
短くすることを基本に据え、金融機関の不良
債権処理に当たります。法案の速やかな成立
にご理解とご協力をお願いいたします。
　資金は社会の血液であり、その循環をつか
さどる金融機関は、心臓の役割を担っており
ます。このため、部分の破綻が金融システム
全体の危機を招くおそれがあります。私は、
システム全体の危機的状況は絶対に起こしま
せん。金融再生トータルプランの実行に伴い、
金融システムの再生のために公的資金を活用
することとなりますが、その必要性について
国民の皆様のご理解をいただけるよう、内閣
を挙げて責任を持って取り組みます。他方、
金融機関は、国際的に通用する水準での情報
開示を進め、自ら再編やリストラに果敢に取
り組むことが必要です。破綻した金融機関の
経営者に対しては、経営責任、更には民事・
刑事上の厳格な責任が問われるべきでありま
す。善意かつ健全な借り手に対しては十分に
配慮する一方で、悪質な借り手については、
その責任が厳しく追及されることは当然であ
ります。私は、将来にわたりわが国社会が丈
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夫な「心臓」を持ち、隅々まで「血液」が行
き渡るよう、金融システムの再生を図るとと
もに、いわゆる貸し渋り対策にも引き続き積
極的に取り組んでまいります。金融機関相互
の「垣根」の解消を目指し、利用しやすく信
頼できる市場・制度の整備を進めるための金
融システム改革は、「円の国際化」の観点か
らも重要な取組であり、今後とも推進してま
いります。
　わが国の厳しい経済情勢を直視し、私は、
財政構造改革法を当面凍結することとし、そ
のための法案を次の通常国会に提出します。
また、景気回復に向け、政治が主導して全力
を尽くすことを内外に明らかにするため、平
成十一年度予算案の概算要求の基本方針は、
財政構造改革法の凍結を前提として設定しま
す。他方、将来の世代のことを考えるとき、
中長期的な財政構造改革の必要性が否定され
るものではありません。国鉄長期債務の処理、
国有林野事業の債務の処理を含めた抜本的改
革は、もはや先送りの許されない状況にあり、
継続審議となっている関連法案について、速
やかな成立にご協力をお願いいたします。
　さらに私は、一刻も早い景気回復を図るた
め、平成十一年度に向け切れ目なく施策を実
行すべく、事業規模で十兆円を超える第二次
補正予算を編成いたします。その際、公共投
資のあり方について、景気回復への効果を踏
まえるとともに、従来の発想にとらわれるこ
となく、二十一世紀を見据えた分野に重点化
するなど、その見直しを行ってまいります。
　また、経済構造改革の推進は、経済の供給
サイドを強化し、産業の高コスト構造の是正
を図りながら、中長期的な成長を高めること
となり、極めて重要です。米国や一部の欧州
諸国の経済が八十年代以降再生した過程も範
としながら、規制緩和、行政改革、公的部門
の民営化、税制改革等の施策を推進し、研究
開発の振興を図り、優れたアイディアに人材、
資金、技術が絶えず集まることを通じ、新た
な産業が活発に生まれ、海外からもわが国の
魅力的な事業環境を目指して企業が進出して
くる社会を創ってまいります。ベンチャー企
業を始めとする新規事業の育成・振興につい
ても、強力に推進してまいります。
　税制については、わが国の将来を見据えた

より望ましい制度の構築に向け、抜本的な見
直しを展望しつつ、景気に最大配慮して、
六兆円を相当程度上回る恒久的な減税を実施
いたします。個人所得課税につきましては、
国民の意欲を引き出せるような税制を目指し、
所得税と住民税を合わせた税率の最高水準を
五十パーセントに引き下げます。景気の現状
に照らし、課税最低限は引き下げる環境にな
いと考えており、減税規模は四兆円を目途と
します。法人課税につきましては、わが国企
業が国際社会の中で十分競争力が発揮できる
よう、総合的な検討を行い、実効税率を四十
パーセント程度に引き下げます。所得課税の
改正は来年一月以降、法人課税の改正は来年
度以降、それぞれ実施することとし、関連法
案を次の通常国会に提出するよう準備を進め
ます。減税の財源としては、徹底した経費の
節減、国有財産の処分などを進めながら、当
面は赤字国債を充てることといたします。長
期的には、今後の経済の活性化の状況、行財
政改革の推進等と関連づけて検討すべき課題
だと考えております。
　現在の雇用情勢は極めて厳しい状況にあり
ます。雇用の確保に万全を期すとともに、雇
用の先行き不安を払拭するため、産業構造や
雇用慣行の変化に対応した能力開発対策、雇
用環境の整備を積極的に進め、国民が希望に
応じ多様な働き方ができるようにしてまいり
ます。また、雇用の拡大・創出を目指し、今
後成長が期待される情報通信、医療・福祉、
環境等の分野における新規産業の創出に向け、
信頼性の高い高速情報通信ネットワークの構
築や利用技術の開発などに取り組んでまいり
ます。併せて、わが国雇用の約八割を占める
中小企業の基盤強化、経営革新を強力に進め
てまいります。
　以上申し上げました政策を実行し、一両年
のうちにわが国経済を回復軌道に乗せるよう、
内閣の命運をかけて全力を尽くす覚悟であり
ます。
（より良い社会の実現と構造改革の推進）
　経済・社会のグローバル化、少子高齢化の
急速な進展などを踏まえ、大量生産型近代工
業社会に向かって整えられたわが国の社会シ
ステムを、二十一世紀における知恵の時代に
ふさわしいものに変革していくことも、私の



使命であります。橋本内閣が推進してきた基
本理念を踏まえ、諸改革を進めてまいります。
　行政改革については、先の通常国会で成立
した中央省庁等改革基本法に基づき、政治主
導の下、二〇〇一年一月の新体制への移行開
始を目標として、来年四月にも所要の法案を
国会に提出することを目指します。このスケ
ジュールは決して後退させません。併せて、
独立行政法人化等や業務の徹底した見直し、
事前規制型から事後チェック型への行政の転
換を基本とする規制緩和、地方分権の推進を
通じ、中央省庁のスリム化を図ります。以上
の取組の結果として、十年の間に、国家公務
員の定員は二十パーセント、コストは三十
パーセントの削減を実現するよう努力いたし
ます。また、地方分権推進計画を踏まえた関
連法案を次の通常国会に提出するなど、国と
地方の役割分担、費用負担のあり方を明確に
しながら地方分権の一層の推進を図るととも
に、地方公共団体の体制整備、行財政改革へ
の取組を求めてまいります。これは、地域の
活性化、均衡ある国土の発展のためにも、極
めて意義のあることであります。国民に開か
れた行政の実現を図ることも重要な課題です。
継続審議となっている情報公開法案について、
速やかな成立にご協力をお願いいたします。
また、行政、そしてリーダーシップを持って
行政を指揮する立場にある政治のいずれもが、
国民からの信頼を確保するため、先の国会に
議員立法としてご提案いただいた政治改革関
連法案や国家公務員倫理法案について、その
早期成立を期待いたします。
　安全な国民生活や公正な経済活動の基礎を
支える司法制度について、国民がより利用し
やすいものとするため、制度全般の改革を進
めてまいります。
　また、現在のように急激に少子化が進むと、
国力の源である人口の減少につながり、将来
の社会・経済に深刻な影響を与えます。子育
ての経済的・肉体的・精神的な負担、職業と
の両立困難、住宅問題など、様々な制約を取
り除き、個人が望むような結婚や出産などが
選択できる環境を整備することは、社会全体
で取り組むべき課題です。政府としても、子
育てに携わっている若い世代など幅広い人々
の参加の下で「少子化への対応を考える有識

者会議」を設け、議論を始めました。結婚や
出産に夢を持てる社会を築くことは、時代を
超えた非常に難しい課題でありますが、国民
各層の知恵を合わせ、展望を切り拓いていき
たいと考えております。これは、男女が共同
して参画する社会を創り上げていく上でも重
要な課題であり、そうした社会を実現するた
めの基本となる法律案を、次の通常国会に提
出いたします。
　社会保障制度は、お年寄りを始めとする全
ての国民の生活の拠り所となるものであり、
極めて重要なものであります。こうした機能
を的確に果たしながら、少子高齢化の進展等
による国民負担の増加が見込まれる中で効率
的で安定した制度が構築できるよう、改革を
進めてまいります。とりわけ医療、年金につ
いては、将来にわたり国民皆保険・皆年金体
制を維持していけるよう、具体案を提示して
国民的議論を十分尽くしながら、制度全体の
抜本的な見直しを図ってまいります。また、
民間活力も活用しながら、介護保険制度の円
滑な実施を進めてまいります。
　次代を担う子供たちがたくましく心豊かに
成長する、これは二十一世紀を確固たるもの
とするための基本であります。このため、ま
ず、子供たちが自分の個性を伸ばし、自信を
持って人生を歩み、豊かな人間性を育むよう、
「心の教育」を充実させるとともに、多様な
選択ができる学校制度を実現し、現場の自主
性・自律性を尊重した学校づくりや、国際的
に通用する大学を目指した大胆な大学改革を
推進するなど、教育改革の推進に引き続き力
を注いでまいります。家庭特に父親や、地域
社会にも積極的な役割を果たしていただきた
いと考えております。
　また、都市政策に力を注ぐとともに、農林
水産業と農山漁村の発展を確保するため、食
料・農業・農村に係る新しい基本法の制定に
向けた検討を進めるなど、農政の抜本的な改
革にも積極的に取り組んでまいります。
　国民的な関心事項である地球環境問題に関
しては、六月に取りまとめた「地球温暖化対
策推進大綱」の着実な実施などを図ってまい
ります。身近な不安となっているダイオキシ
ン問題については、その排出削減や調査研究
を進め、いわゆる環境ホルモンの問題につい
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ては、人の健康への影響等に対する科学的な
解明を進めるとともに、化学物質の安全管理
のための新たな法的枠組みの導入を検討しま
す。また、和歌山市で発生した毒物混入事件
など国民の日常生活に不安を与える治安問題
に断固として対応するのはもちろんですが、
組織犯罪、コンピューターへの不正アクセス
等を手段とするハイテク犯罪などに的確に対
処するための対策も推進してまいります。
（外交）
　内政と外交は、表裏一体であります。現在
わが国は困難な状況に直面しておりますが、
わが国に期待される責任を適切に果たすため、
日本の安全と世界の平和の実現に向け、国際
社会における地位にふさわしい役割を、積極
的かつ誠実に果たしてまいります。
　日米関係は、引き続きわが国外交の基軸で
あり、安全保障、経済等広範な分野で良好に
して強固な二国間関係を築くとともに、国際
社会の諸問題に協力して取り組んでいくこと
が重要です。私は、国会のご了承が得られれ
ば、九月にもクリントン大統領と会談の機会
を持ちたいと考えております。また、継続審
議となった「日米防衛協力のための指針」関
連法案等の成立・承認、米軍の施設・区域が
集中する沖縄が抱える問題の解決は、新内閣
においても引き続き重要課題です。ＳＡＣＯ最
終報告の内容の実現を図り、併せて沖縄の振
興を図るため、沖縄県の協力と理解の下、政
府として全力を挙げて取り組んでまいります。
　日露関係の改善について、私は、橋本前総
理が築かれた成果を踏まえ、様々な分野にお
ける関係を強化しながら、二〇〇〇年までに
東京宣言に基づいて平和条約を締結し、日露
関係を完全に正常化するよう全力を尽くして
まいります。できればこの秋に、私自ら訪露
し、エリツィン大統領と会談いたしたいと考
えております。
　わが国外交の最大の課題であるアジア太平
洋地域の平和と安定のため、この地域だけで
なく、世界経済に不安定感を与えるアジア各
国の通貨・金融市場の混乱に対しては、ＩＭＦ
を中心とする国際的な枠組みを基本としなが
ら、真剣に対応してまいりました。今後とも
アジア各国の経済回復のため、できる限りの
支援を実行し、主導的な役割を担ってまいり

ます。
　本年は日中平和友好条約締結二十周年であ
り、九月には江沢民国家主席の訪日が予定さ
れています。日本と中国は、アジア太平洋地
域全体の安定と繁栄に責任を有する国家とし
て、単なる二国間関係にとどまらず、国際社
会にも目を向けた対話と交流の一層の発展を
図らねばなりません。また、韓国との関係で
は、この秋の金大中大統領の訪日を控え、
二十一世紀に向けて新たな日韓パートナー
シップの構築を目指すとともに、漁業協定締
結に向けて努力を続けます。北朝鮮について
は、諸懸案の解決に努めつつ、朝鮮半島の平
和と安定に資する形で日朝間の不正常な関係
を正すよう、韓国等とも連携しながら取り組
んでまいります。
　国際社会の平和と安定への貢献も重要な課
題であります。先日、私が外務大臣の時にタ
ジキスタンに派遣した秋野豊さんを始めとす
る四名の方が非業の死を遂げられました。言
葉では言い表せないほど悲しい事件であり、
謹んでお悔やみを申し上げます。この犠牲を
無駄にすることなく、国連平和維持活動に参
加する方々の安全を確保するため、「国連要
員等安全条約」の早期発効に向けて各国に積
極的に働きかけてまいります。また、カンボ
ディアにおける中田さん、高田さんの貴重な
犠牲にも思いをいたしながら、国連職員の安
全対策のため、国連に対し、いわば「秋野
ファンド」として、資金を拠出することとし
たいと思います。
　先般、インドとパキスタンが核実験を行い
ました。唯一の被爆国として非核三原則を堅
持し、核軍縮・不拡散政策を推進してきたわ
が国としては、全く容認できない行為です。
従来から機会あるごとに、国際社会に対しわ
が国の考え方を訴えてまいりましたが、今後
とも、八月末に発足する「核不拡散・核軍縮
に関する緊急行動会議」等を通じ、不拡散体
制の堅持・強化、核軍縮の促進、更には核兵
器のない世界を目指した現実的な取組につき、
世界に向けイニシアティヴを発揮してまいり
ます。いわゆる対人地雷禁止条約については、
できるだけ早い発効のため、わが国としても
可能な限り早期の締結に努力いたします。ま
た、国連が時代の要請に適合した役割を果た



すため、わが国の安保理常任理事国入りの問
題を含め、国連改革の実現が必要と考えます。
　外交は、単に政府だけの取組ではその実は
上がりません。国民の皆様のご理解とご支援
をいただきながら、私のモットーである「国
民と共に歩む外交」を推進してまいります。
（むすび）
　わが国の経済と社会は、依然として力強い
基礎的条件を有しております。近年、対外資
産残高は対外負債残高を上回り、純資産残高
はおよそ一二〇兆円と高水準のプラスであり
ます。高い貯蓄率に支えられた豊富な個人金
融資産は概ね一、二〇〇兆円、また年間のＧ
ＤＰは五〇〇兆円を超え、いずれも世界第二
位の規模であります。以上の数字から判断さ
れるとおり、日本の経済的な基礎条件は極め
て強固です。他方、社会秩序は良好であり、
国民の教育水準、勤労モラルは極めて高い水
準にあります。日本は、社会的にも実に強固
な基盤を有しております。国民の皆様には、
日本という国に自信と誇りを持っていただき
たいのです。
　こうした力強い基盤を持つわが国は、現在
の厳しい状況を乗り切れば、再び力強く前進
すると考えます。私は、この国に「今日の信
頼」を確立することで、「明日の安心」を確
実なものといたします。
　二十一世紀を目前に控え、私は、この国の
あるべき姿として、経済的な繁栄にとどまら
ず国際社会の中で信頼されるような国、いわ
ば「富国有徳」を目指すべきと考えます。来
るべき新しい時代が、私たちや私たちの子孫
にとって明るく希望に満ちた世の中であるた
めに、「鬼手仏心」を信条として、国民の叡
智を結集して次の時代を築く決意であります。
私は、日本を信頼と安心のできる国にするた
め、先頭に立って死力を尽くします。
　国民の皆様並びに議員各位のご支援とご協
力を心からお願い申し上げます。

（出所 ）首相官邸ウェブ・ページ「小渕内閣
総理大臣演説等」、「平成10年」、「第143
回国会における小渕内閣総理大臣所信
表明演説（平成10年 8 月 7日）」（https://
www.kantei .go. jp/jp/obutisouri/
speech/1998/0807syosin.html）｡

8-172　 第145回国会　衆議院予算委員会議録
平成11年 1 月25日

〔宮澤大蔵大臣答弁部分抜粋〕
宮澤国務大臣　それはまさに財政は容易なら
ぬ状態ではございますけれども、私は基本的
には、日本と申しますか、日本経済と申しま
すか、将来については十分自信を持っており
ますものですから、今の状況は大変ではござ
いますけれども、別段特に悲観はいたしてお
りません。
　御承知のように、平成十一年度の税収は
四十七兆円でございますけれども、これは昭
和六十二年の水準でございますから、十何年
押し倒されておるわけで、こういうことは
あってはならぬことでございますが、減税も
それはございました。減税もございましたが、
何分こうやってマイナス成長を続けておれば、
毎年税収は減るのが当たり前でございますか
ら、これをどうかしない分には、財政再建と
いうものはなかなか簡単なことじゃないんだ。
と申しますか、一番早道は、プラスの成長率
が出て、そして国民が少しでも、個人も法人
も収入がふえて、そして少し余計税金を払っ
てくだすってということでないと、十何年
戻っていたのではなかなかやりようがないな
という思いでございますから、まず、そこの
ところを一生懸命やらせていただきたいとい
う思いでございます。
　それで、しかし、その話を少し見当をつけ
て、さあこの辺で将来が考えられるなという
時期というのは、やはり成長軌道に乗ったな
ということでありませんと、一年ぐらいでは
どうも危なくていけませんで、やはり二％と
かなんとかいう成長の軌道にほぼ乗ったなと
いうときには一生懸命考えなければならない
ことだと思います。
　今言われましたことの意味は私は私なりに
理解をいたしておりますけれども、そのとき
にどうするのか、歳出歳入両方で考えなけれ
ばいけないのだと思いますが、それをまず確
率をもって考え得る時期はやはり、せめて二％
ぐらいの成長軌道というものがほぼ確保でき
たというときではないかと考えております。
（出所 ）「第145回国会　衆議院予算委員会議

録　第二号　平成11年 1 月25日」（国立
国会図書館　国会会議録検索システ
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ム：http://kokkai.ndl.go.jp/）。

8-173　 平成11年度予算編成に関する所見（会
長談話）

平成10年 8 月12日
財政制度審議会会長

豊田 章一郎
　平成11年度予算の具体的編成作業の開始を
間近に控えたこの機会に、現下の我が国の経
済社会情勢を踏まえて、11年度予算編成に関
する基本的考え方について所見を述べること
としたい。
1．財政制度審議会としては、一昨年末に
「財政構造改革特別部会最終報告」をとり
まとめ、21世紀に向けて、本格的な高齢化
が進む中での財政構造改革の必要性を確認
した上で、国及び地方の財政赤字を対ＧＤ
Ｐ比でみて 3％以下に抑制していくことと
する等の財政構造改革の方向性を示したと
ころである。
  主要先進国の財政事情は、先般の当審議
会財政構造改革特別部会の海外調査報告に
おいても明らかにされている通り、財政構
造の改革が着実に推進されていることから、
顕著に改善してきている。他方、我が国の
財政事情を見ると、国と地方を合わせた
ベースで、平成10年度補正後の財政赤字は
ＧＤＰ比で 6％を超え（注）、債務残高のＧＤ
Ｐ比も 100％を超えるという、極めて深刻
な状況にある。さらに、平成 9年度決算で
は補正後予算に対して 2兆 3千億円程度の
税収の落込みが生ずるという事態に直面し
ている。このように、我が国財政は、益々
厳しさを増している。
　（注 ）国鉄・国有林野に係る債務の一般会

計承継分を除く。
・　本格的な高齢化を迎える21世紀に向けて、
将来の世代に大きな負担を残さずに、活力
ある経済・社会を実現していくためには、
財政構造を改革し、その健全化を図ってい
く必要がある。また、現在の財政構造を放
置すれば、利払費の増加が政策的経費であ
る一般歳出を圧迫し、一般歳出の一般会計
歳出に占める割合は 6割を切るほどまでに
下がり、財政硬直化が進んでいる状況が、
さらに悪化することとなる。したがって、

中長期的な財政構造改革を推進していくこ
との必要性は、いささかも変わるものでは
ない。

・　一方、我が国経済の現状をみると、昨年
秋以来、バブル経済の後遺症に加え、複数
の金融機関の経営破綻等により、金融シス
テムへの信頼性が低下した上に、アジアの
いくつかの国が金融・経済の混乱に見舞わ
れたことなどから将来への不透明感が増し、
雇用不安も台頭した。

  こうしたことから家計や企業の景況感が
大きく悪化した結果、景気は停滞状態が長
引き、非常に厳しい状況にある。

  新内閣は、このような厳しい情勢を直視
し、一刻も早い景気回復を図るため、財政
構造改革法を当面凍結し、さらに第 2次補
正予算を編成するとの方針を表明している。
また、平成11年度予算の概算要求の基本方
針についても、景気対策に即効性のある施
策について特別の配慮を行うべく、同法の
凍結を前提として設定することとしている。

  これは、現下の極めて厳しい経済情勢を
踏まえ、景気回復に全力を尽くすとの政治
決断として行われたものであると受け止め
ている。しかしながら、その結果、増額と
される経費については、従来の発想にとら
われることなく、経済構造改革の推進に資
するもので中長期的な成長を高めることと
なるような分野、または、21世紀を見据え
た分野に重点化するなどの工夫を行ってい
くことも極めて重要であると考える。

  いずれにせよ、11年度予算の編成に当
たっては、財政構造改革の基本的な考え方
を踏まえ、既存の制度・施策を徹底して見
直し、財政資金のより一層の重点的・効率
的配分を図るよう強く期待したい。

  また、今回の措置が景気回復のための臨
時的措置であることにかんがみ、特別の措
置を講ずる必要がなくなったあかつきには、
従来にも増して財政支出の縮減合理化を図
り、財政構造改革の実現に向け全力を傾注
すべきであると考える。

（出所 ）国立国会図書館ウェブ・アーカイブ・
ページ（「財政制度審議会」、「提出資
料・議事録等」、「〈総会〉」、「平成10年
度」、「第 2回（10.8.12）」、議事要旨）。



8-174　 公共事業関係費の10年度・11年度の支出見込
金額 11年度への繰越率 10年度支出見込 11年度支出見込

⑴ 　 9 年度からの繰越し
及び10年度当初

10.2兆円 8％ 9.4兆円 0.8兆円

⑵　10年度 1次補正 2.5兆円 35％ 1.6兆円 0.9兆円

⑶　10年度 3次補正 2.7兆円 84％ 0.4兆円 2.3兆円

⑷　11年度 9.4兆円 ― ― 9.4兆円

11.4兆円 13.4兆円
（18％程度の増）

5％程度が12年度に
繰り越されるとすると

12.7兆円
（11％程度の増）

（出所 ）財政制度審議会総会（第 7 回）及び法制部会（第 3 回）合同会議　平成11年 1 月18日
配布資料（3）（財政制度審議会「平成10年度　財政制度審議会資料集　総会・企画部会・
法制部会・財政計画等特別部会編」389ページ）。

8-175　公共事業等予備費とは

　公共事業等予備費と予備費の憲法・財政法
上の違いは単に使途のみか
・　公共事業等予備費は、予備費の中で、そ
の使用における使途を特定したものにすぎ
ず、憲法上、財政法上においては、予備費
そのものである。
・　予備費は、使途が特定されていないこと
から、その使用において、公債発行対象経
費（公共事業費等）に充てられるとしても、
公債発行対象外経費として整理せざるを得
ない。一方、公共事業等予備費は、予備費
の使途が公共事業等に限定しており、その
使用においても公債発行対象経費である公
共事業費等に限られることから、公債発行
対象経費としての整理となる。
・　予備費の使用は、災害復旧費などの緊急
性を要する経費、義務的な経費を除き、国
会開催中においては、使用できない（景気
対策に要する経費は、政策的な経費であり、
国会開催中においては使用できない。）と
の整理が国会との間で行われており、その
使用に当たっては、一定の制約があり、予
備費の使途を特定した公共事業等予備費に
おいてもその制約が該当。したがって、公

共事業等予備費は、その使用において、機
動的な使用ができないといった制約がある。

8-176　予備費の使用について
昭和29． 4 ．16　閣議決定

改正　昭和33． 4 ．28　閣議決定
改正　昭和35． 4 ．12　閣議決定
改正　昭和38． 4 ． 2 　閣議決定
改正　昭和39． 4 ． 3 　閣議決定
改正　昭和43． 4 ．19　閣議決定
改正　昭和54． 4 ． 6 　閣議決定
改正　昭和57． 4 ． 9 　閣議決定
改正　昭和61． 4 ． 8 　閣議決定
改正　昭和62． 5 ．22　閣議決定
改正　平成元． 5．30　閣議決定
改正　平成11． 4 ． 2 　閣議決定

1　財政法第35条第 3項但書の規定に基づき、
大蔵大臣の指定する経費は別表のとおりと
する。

　（参照）
　◎財政法
　　第35条
③  大蔵大臣は、前項の要求〔各省各庁
の長の予備費使用要求〕を調査し、こ
れに所要の調整を加えて予備費使用書
を作製し、閣議の決定を求めなければ
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ならない。但し、予め閣議の決定を経
て大蔵大臣の指定する経費については、
閣議を経ることを必要とせず、大蔵大
臣が予備費使用書を決定することがで
きる。

2　国会開会中は、前項の経費及び次に掲げ
る経費を除き、予備費の使用は行なわない。
⑴  事業量の増加等に伴う経常の経費。
⑵  法令又は国庫債務負担行為により支出
義務が発生した経費。
⑶  災害（暴風雨、こう

4 4

水、高潮、地震等
異常なる天然現象により生じた災害及び
火災をいう。）に基因して必要を生じた
諸経費その他予備費の使用によらなけれ
ば時間的に対処し難いと認められる緊急
な経費。
⑷  その他比較的軽微と認められる経費。
3　予備費を使用した金額については、これ
をその目的の費途以外に支出してはならな
い。
4　昭和28年 8 月14日閣議決定「予備費の使
用について」は廃止する。

（別　表）
1 扶 養 手 当
2 調 整 手 当
3 休 職 者 給 与
4 公務災害補償費
5 退 職 手 当
6 国家公務員共済組合負担金
7 賠償償還及払戻金
8 利子及び割引料

9 年金及び恩給
10 保険金、再保険金、保険給付費及び保
険料還付金

11 消 費 税
12 議案類印刷費
13 印紙類製造費
14 褒賞品製造費
15 裁 判 費
16 証人等被害給付金
17 訟 務 費
18 検 察 費
19 矯 正 収 容 費
20 貨幣交換差減補塡金
21 義務教育費国庫負担金
22 養護学校教育費国庫負担金
23 感染症予防事業費等負担金
24 原爆被爆者医療費
25 生活保護扶助費負担金
26 災 害 救 助 費
27 老人保護措置費国庫負担金
28 児童保護措置費負担金
29 児童扶養手当
30 社会保険国庫負担金
31 家畜伝染病予防費
32 農業共済組合連合会等交付金
33 雇用保険国庫負担金
34 政府職員等失業者退職手当

（出所 ）『平成11年度　予算事務提要』（平成
11年 5 月　財団法人大蔵財務協会）88―
89ページ。

8-177　公共事業等予備費の使用について
平成11年 9 月29日

大蔵省

　平成11年度当初予算に計上された公共事業等予備費500,000百万円の使用内訳は、事項別で
は（別紙 1）、所管別では（別紙 2）のとおりである。



（別紙 1）
公共事業等予備費使用額（事項別内訳）

（単位：百万円　）

事　　　　　　　　　　項 使　　用　　額

I．国家的プロジェクトの推進 155,005 （ 242,299）

○関西国際空港二期 15,500 （ 42,267）

○羽田空港沖合展開 3,000 （ 3,000）

○整備新幹線 42,000 （ 63,000）

○高規格幹線道路 67,200 （ 92,329）

○UR対策 27,305 （ 41,703）

II．21世紀発展基盤整備
○情報通信 ○環境対策 ○高齢化対応 ○街づくり・地域づくり

146,749 （ 243,270）

（重点事項）

・ ITS（高度道路交通システム）、情報ハイウェイ（光ファイバー収容空間等）の
整備

19,000 （ 30,849）

・農業用水管理システムの高度情報化 1,474 （ 1,709）

・トリハロメタン等緊急水質改善 3,598 （ 6,390）

・沿道環境改善事業（遮音壁の設置、低騒音舗装の敷設） 8,182 （ 13,260）

・水質保全等のための農業用用排水・集落排水施設等整備 10,766 （ 13,895）

・歩行空間のバリアフリー化 6,882 （ 10,404）

・介護基盤整備及び国立病院等の緊急施設整備 18,911 （ 22,403）

・踏切道の改良促進（連続立体交差事業等） 4,400 （ 8,800）

・防災拠点等整備、密集市街地の更新・整備等 10,278 （ 23,128）

・都市近郊等における良好な生活空間形成のための農村・森林整備 5,400 （ 9,260）

III．緊急課題対応 136,245 （ 175,474）

○ 九州・沖縄サミット関連事業  
（空港、会場、宿泊施設等間のアクセス道路の整備、会場等として利用される
関連公園の整備、空港危機管理システムの構築　等）

20,778 （ 26,975）

○ 中央省庁再編関連事業等  
（新中央合同庁舎第 2号館の整備　等）

10,613 （ 10,613）

○ 災害危険箇所緊急対策  
（トンネル補修応急対策、橋梁等の補強等、学校施設の耐震改修　等）

50,495 （ 62,249）

○ 再度災害防止対策  
（集中豪雨・土砂災害、高波浪災害等再度災害防止対策　等）

54,359 （ 75,637）

IV．災害復旧等 62,001 （ 78,944）

合　　　　　　　　　　計 500,000 （ 739,987）

（注） 1 ．使用額の欄の（　）書きは事業費。  
2 ．計数は、四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しない。
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（別紙 2）
公共事業等予備費使用額（所管別内訳）

（単位：百万円）
（所　　　管） （使　用　額）

国　　　会 265
総理府 49,477
警察庁 1,439
北海道開発庁 33,805
科学技術庁 708
環境庁 746
沖縄開発庁 9,975
国土庁 2,804

法務省 3,810
外務省 106
大蔵省 194
文部省 23,058
厚生省 18,911
農林水産省 80,780
通商産業省 3,602
運輸省 63,695
郵政省 1,399
建設省 254,703

　　　合　　計 500,000

（出所 ）財務省ウェブ・ページ「平成11年度予算」、「公共事業費等予備費の使用について（1997
年 7 月 8 日）」（http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy1999/index.
htm）。



8-
17
8　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
総
論

○
 　
平
成
11
年
度
予
算
の
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
政
府
は
、
景

気
対
策
の
観
点
か
ら
新
規
に
実
施
す
る
施
策
に
つ
い
て
は
、

将
来
に
わ
た
り
過
大
な
後
年
度
負
担
を
も
た
ら
す
こ
と
が
な

い
か
等
、
そ
の
中
身
に
つ
い
て
十
分
精
査
す
る
と
と
も
に
、

既
存
の
制
度
・
施
策
に
つ
い
て
も
、
財
政
構
造
改
革
の
基
本

的
な
考
え
方
を
踏
ま
え
て
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
財
政

資
金
の
よ
り
重
点
的
・
効
率
的
配
分
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、

制
度
改
革
・
歳
出
合
理
化
に
最
大
限
努
力
す
べ
き
。

○
 　
平
成
11
年
度
予
算
は
、
平
成
10
年
度
第
3
次
補
正
予
算
と
一
体
的
に
と
ら
え
、
年
度
末
か
ら
年
度
始
め
に
か
け
て
切
れ
目
な
く
施
策
を

実
施
す
べ
く
、
い
わ
ゆ
る
15
か
月
予
算
の
考
え
方
の
下
、
当
面
の
景
気
回
復
に
向
け
全
力
を
尽
く
す
と
の
観
点
に
立
っ
て
編
成
。
財
政
構

造
改
革
の
基
本
的
考
え
方
は
維
持
し
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
経
費
の
一
層
の
合
理
化
・
効
率
化
・
重
点
化
を
図
っ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、

11
年
度
一
般
歳
出
の
規
模
は
46
兆
8,8
78
億
円
と
な
り
、
前
年
度
当
初
予
算
に
対
し
て
＋
5.3
％
の
増
。

　［
主
要
経
費
別
伸
率
の
推
移
］

（
伸
率
：
％
）

7’
8’

9’
10
’

11
’

社
会
保
障
関
係
費

3.3
2.6

1.8
2.0

8.4
文
教
及
び
科
学
振
興
費

2.0
2.5

1.9
0.0

2.0
恩

給
関

係
費

▲
2.0

▲
3.9

▲
3.7

▲
4.1

▲
3.4

防
衛

関
係

費
0.8
6

2.5
8

2.1
▲
0.2

▲
0.2

公
共
事
業
関
係
費

4.0
4.1

1.3
▲
7.8

5.0

経
済

協
力

費
3.6

3.5
1.6

▲
10
.2

0.8
（

O
D

A
）

4.0
3.5

2.1
▲
10
.4

0.2
中
小
企
業
対
策
費

▲
1.0

▲
0.1

0.5
▲
 0
.4

3.5
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

0.9
1.5

▲
0.9

▲
 2
.6

▲
2.3

主
要
食
糧
関
係
費

▲
0.7

▲
0.7

▲
0.5

▲
 0
.1

▲
0.1

そ
の
他
の
事
項
経
費

6.9
0.2

2.2
2.1

1.7
3.1

2.4
1.5

▲
 1
.3

5.3

う
ち
生
活
保
護
費

3.8
社
会
福
祉
費

7.6
社
会
保
険
費

10
.2

保
健
衛
生
対
策
費

▲
1.6

失
業
対
策
費

5.2

う
ち
科
学
技
術
振
興
費

8.1

　
　（
注
）・
 社
会
保
障
関
係
費
は
厚
生
年
金
国
庫
負
担
の
繰
延
べ
措
置
を
行
わ
な
い
こ
と
に
よ
る
影
響
を
除
け
ば
＋
3.7
％
の
増
。

　
　
　
　
・
防
衛
関
係
費
は
SA
CO
関
連
経
費
を
除
く
ベ
ー
ス
で
も
▲
0.2
％
の
減
。

　
　
　
　
・
 公
共
事
業
に
つ
い
て
は
、
公
共
事
業
等
予
備
費
を
含
め
予
算
ベ
ー
ス
・
支
出
ベ
ー
ス
と
も
に
10
％
を
上
回
る
伸
び
を
確
保
。
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平成11年度　　629
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
平
成
11
年
度
予
算
に
関
し
て
は
、
概
算
要
求
の
基
本
方
針

に
お
い
て
、「
景
気
対
策
臨
時
緊
急
特
別
枠
」
と
と
も
に
、

中
期
的
な
経
済
再
生
を
図
る
た
め
「
情
報
通
信
、
科
学
技
術
、

環
境
等
21
世
紀
発
展
基
盤
整
備
特
別
枠
」
が
設
定
さ
れ
て
い

る
ほ
か
、
公
共
投
資
の
更
な
る
重
点
化
を
図
る
た
め
、
公
共

事
業
関
係
費
に
関
し
て
「
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改

革
特
別
枠
」、
「
環
境
・
高
齢
者
等
福
祉
・
中
心
市
街
地
活
性

化
等
21
世
紀
の
経
済
発
展
基
盤
整
備
特
別
枠
」、
「
生
活
関
連

等
公
共
事
業
重
点
化
枠
」
が
設
け
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

り
、
そ
れ
ら
の
趣
旨
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
、
要
求
内
容
の
厳

し
い
吟
味
を
行
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

○
景
気
対
策
臨
時
緊
急
特
別
枠

　
 　
当
面
の
景
気
回
復
に
向
け
全
力
を
尽
く
す
と
の
観
点
か
ら
、
景
気
回
復
の
た
め
に
即
効
性
が
あ
り
、
ま
た
後
年
度
に
過
度
の
負
担
を
も

た
ら
さ
な
い
経
費
を
対
象
と
し
て
総
額
4
兆
円
の
枠
を
用
意
し
、
そ
の
相
当
部
分
に
つ
い
て
、
平
成
10
年
度
第
3
次
補
正
予
算
に
前
倒
し

計
上
し
、
11
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
公
共
4,5
00
億
円
、
非
公
共
50
0億
円
を
計
上
。

○
情
報
通
信
・
科
学
技
術
・
環
境
等
21
世
紀
発
展
基
盤
整
備
特
別
枠

　
 　
中
期
的
な
我
が
国
経
済
再
生
に
向
け
た
取
り
組
み
と
し
て
、
情
報
通
信
・
科
学
技
術
・
環
境
等
を
中
心
と
し
た
、
21
世
紀
に
お
け
る
我

が
国
の
発
展
基
盤
を
整
備
す
る
た
め
に
特
に
資
す
る
施
策
に
対
し
て
、
公
共
事
業
関
係
費
を
除
く
経
費
と
し
て
総
額
1,5
00
億
円
の
枠
を

用
意
し
た
。

　
　［
重
点
的
・
優
先
的
に
措
置
し
た
5
分
野
］

　
　
　
　
情
報
通
信
：
高
度
情
報
通
信
社
会
構
築
を
目
指
し
た
基
盤
整
備

　
　
　
　
科
学
技
術
：
生
命
科
学
研
究
の
加
速
的
推
進
、
競
争
的
・
重
点
的
資
金
の
導
入
に
よ
る
研
究
の
活
性
化

　
　
　
　
環
境
・
そ
の
他
：
化
学
物
質
に
よ
る
健
康
・
生
態
系
に
及
ぼ
す
影
響
へ
の
対
応
、
雇
用
確
保
・
人
材
育
成
及
び
国
際
貢
献
の
推
進

○
公
共
事
業
予
算
の
重
点
化
の
推
進

　
 　
特
別
枠
の
活
用
に
よ
り
、
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
（
国
際
ハ
ブ
空
港
、
ハ
ブ
港
湾
、
高
規
格
幹
線
道
路
等
）

や
21
世
紀
を
展
望
し
た
経
済
発
展
基
盤
と
な
る
分
野
（
情
報
通
信
、
環
境
、
高
齢
者
等
福
祉
、
中
心
市
街
地
活
性
化
等
）、
更
に
は
生
活

関
連
社
会
資
本
（
下
水
道
、
集
落
排
水
施
設
、
各
種
防
災
施
設
等
）
へ
優
先
的
・
重
点
的
に
配
分
。

　
　
①
「
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
特
別
枠
」（
1,5
00
億
円
）

　
　
②
「
環
境
・
高
齢
者
等
福
祉
・
中
心
市
街
地
活
性
化
等
21
世
紀
の
経
済
発
展
基
盤
整
備
特
別
枠
」（
1,0
00
億
円
）

　
 （
注
）
い
ず
れ
も
小
渕
総
理
の
提
唱
す
る
「
21
世
紀
先
導
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
優
先
的
配
分
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　
　
③
「
生
活
関
連
等
公
共
事
業
重
点
化
枠
」（
2,5
00
億
円
）



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
社
会
保
障

⑴
　
年
金

　
 　
経
済
・
財
政
と
調
和
の
と
れ
た
長
期
的
に
安
定
し
た
年
金

制
度
を
構
築
し
て
い
く
た
め
に
は
、
公
私
の
年
金
の
適
切
な

役
割
分
担
を
図
る
と
と
も
に
、
給
付
と
負
担
の
均
衡
を
確
保

し
、
将
来
世
代
の
負
担
が
過
重
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、

制
度
全
般
に
わ
た
る
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
 　
な
お
、
制
度
改
正
に
当
た
っ
て
は
、
現
下
の
経
済
状
況
等

を
も
十
分
踏
ま
え
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

○
 　
年
金
制
度
改
革
に
つ
い
て
は
、
給
付
の
適
正
化
等
、
制
度
全
般
に
わ
た
る
見
直
し
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
平
成

11
年
度
に
お
い
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
料
率
及
び
国
民
年
金
保
険
料
を
据
え
置
く
と
と
も
に
、
年
金
額
は
物
価
ス
ラ
イ
ド
（
＋
0.6
％
）

に
よ
り
改
定
。

⑵
　
医
療

　
 　
医
療
に
つ
い
て
は
、
人
口
の
高
齢
化
が
進
む
中
、
国
民
医

療
費
の
伸
び
を
国
民
所
得
の
伸
び
の
範
囲
内
と
す
る
と
の
基

本
方
針
を
堅
持
し
、
経
済
、
財
政
と
調
和
の
と
れ
た
効
率
的

な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
、
医
療
提
供
体
制
及
び

医
療
保
険
制
度
の
両
面
に
わ
た
る
抜
本
改
革
に
取
り
組
ん
で

い
く
必
要
が
あ
る
。

○
 　
現
在
、
医
療
提
供
体
制
及
び
医
療
保
険
制
度
の
抜
本
的
改
革
に
つ
い
て
、
医
療
保
険
福
祉
審
議
会
等
に
お
い
て
議
論
を
行
っ
て
い
る
と

こ
ろ
。

　
 　
国
立
病
院
・
療
養
所
に
つ
い
て
は
、
今
後
と
も
、
平
成
8

年
の
「
国
立
病
院
等
の
再
編
成
に
伴
う
特
別
措
置
に
関
す
る

法
律
」
の
改
正
や
、
平
成
12
年
度
末
ま
で
に
施
設
の
廃
止
を

含
め
た
対
処
方
針
を
決
定
す
る
な
ど
を
内
容
と
し
た
「
再
編

成
・
合
理
化
の
基
本
方
針
」
の
見
直
し
を
踏
ま
え
、
再
編
成

計
画
の
実
施
を
一
層
強
力
に
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
　
平
成
12
年
2
月
国
立
嬉
野
病
院
、
国
立
療
養
所
武
雄
病
院
を
統
合
予
定
。

　
　
平
成
12
年
3
月
国
立
高
田
病
院
、
国
立
療
養
所
新
潟
病
院
を
統
合
予
定
。

　
 　
平
成
11
年
度
の
国
立
病
院
・
療
養
所
に
対
す
る
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
経
営
合
理
化
を
更
に
推
進
す

る
こ
と
と
し
て
、
平
成
10
年
度
予
算
に
引
き
続
き
、
そ
の
縮

減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

○
　
国
立
病
院
特
別
会
計
へ
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
繰
入
額
の
縮
減
を
図
る
。

平
成
10
年
度

平
成
11
年
度

繰
入
額

1,4
68
億
円

→
1,4
18
億
円

繰
入
率

13
.4％

→
13
.2％
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平成11年度　　631
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
．
公
共
投
資

⑴
 　
社
会
資
本
整
備
の
あ
り
方
と
し
て
、
従
来
の
発
想
に
と
ら

わ
れ
る
こ
と
な
く
、
21
世
紀
を
見
据
え
て
真
に
必
要
な
分
野

へ
投
資
を
重
点
化
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
公
共
事

業
予
算
に
つ
い
て
は
、
よ
り
一
層
の
重
点
化
・
効
率
化
を
推

進
す
る
こ
と
が
必
要
。

　
 　
平
成
11
年
度
に
お
い
て
は
、
本
年
8
月
12
日
の
閣
議
了
解

に
示
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、

　
①
 　
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
を
推
進
す
る
と
い

う
観
点
、

　
②
 　
21
世
紀
を
見
据
え
て
豊
か
で
活
力
の
あ
る
経
済
社
会
の

構
築
に
向
け
て
、
真
に
必
要
と
な
る
社
会
資
本
を
重
点
的

に
整
備
す
る
と
い
う
観
点
、

　
③
 　
生
活
関
連
社
会
資
本
の
整
備
・
地
域
の
振
興
・
安
全
な

地
域
づ
く
り
等
の
諸
課
題
に
適
切
に
応
え
る
と
い
う
観
点

か
ら
配
分
の
更
な
る
重
点
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
。

　
 　
な
お
、
小
渕
総
理
の
提
唱
に
よ
る
「
生
活
空
間
倍
増
戦
略

プ
ラ
ン
」
の
う
ち
の
地
域
戦
略
プ
ラ
ン
に
つ
い
て
は
、
広
域

的
な
連
携
の
も
と
に
、
地
域
が
自
ら
テ
ー
マ
を
選
び
、
総
合

的
な
プ
ラ
ン
を
策
定
・
推
進
す
る
趣
旨
に
鑑
み
、
地
域
に
お

け
る
プ
ラ
ン
の
作
成
に
は
十
分
時
間
を
か
け
、
ま
た
全
国
一

律
で
な
く
、
地
方
の
実
情
を
踏
ま
え
、
そ
の
ニ
ー
ズ
に
適
切

に
対
応
す
る
事
業
を
支
援
す
る
よ
う
な
取
り
組
み
を
行
う
べ

き
。

○
 　
特
別
枠
の
活
用
に
よ
り
、
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
（
国
際
ハ
ブ
空
港
、
ハ
ブ
港
湾
、
高
規
格
幹
線
道
路
等
）

や
21
世
紀
を
展
望
し
た
経
済
発
展
基
盤
と
な
る
分
野
（
情
報
通
信
、
環
境
、
高
齢
者
等
福
祉
、
中
心
市
街
地
活
性
化
等
）、
更
に
は
生
活

関
連
社
会
資
本
（
下
水
道
・
集
落
排
水
施
設
、
各
種
防
災
対
策
等
）
へ
優
先
的
・
重
点
的
に
配
分
。

　
①
「
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
特
別
枠
」（
1,5
00
億
円
）

　
②
「
環
境
・
高
齢
者
等
福
祉
・
中
心
市
街
地
活
性
化
等
21
世
紀
の
経
済
発
展
基
盤
整
備
特
別
枠
」（
1,0
00
億
円
）

　
　（
注
）
い
ず
れ
も
小
渕
総
理
の
提
唱
す
る
「
21
世
紀
先
導
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
優
先
的
配
分
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　
③
「
生
活
関
連
等
公
共
事
業
重
点
化
枠
」（
2,5
00
億
円
）

○
　
事
業
ご
と
に
見
れ
ば
、
大
き
な
重
点
化

（
伸
率
）

市
街
地
整
備

＋
53
.8％

自
然
公
園

＋
27
.5％

空
港

＋
10
.3％

○
 　「
地
域
戦
略
プ
ラ
ン
推
進
費
（
総
額
2,0
00
億
円
、
国
土
庁
一
括
計
上
）」
に
よ
り
、
地
方
自
ら
の
創
意
工
夫
の
発
現
を
促
す
地
域
戦
略

プ
ラ
ン
の
推
進
に
最
大
限
の
支
援
。

⑵
 　
公
共
事
業
に
つ
い
て
は
、
効
率
化
、
透
明
化
の
推
進
が
重

要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
省
庁
間
の
枠
を
超
え
た

事
業
間
の
連
携
の
強
化
、
公
共
工
事
の
コ
ス
ト
縮
減
対
策
の

推
進
、
費
用
対
効
果
分
析
等
の
客
観
的
な
評
価
に
よ
る
投
資

の
効
率
性
の
確
保
、
再
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導
入
及
び
精
度
の

向
上
に
よ
る
継
続
事
業
の
見
直
し
等
を
一
層
徹
底
す
る
こ
と

が
必
要
。
特
に
費
用
対
効
果
分
析
等
に
よ
る
事
業
評
価
に
つ

い
て
は
、
公
共
事
業
全
体
と
し
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す

べ
き
。

  

○
　
再
評
価
シ
ス
テ
ム
（
い
わ
ゆ
る
「
時
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
」）
の
実
施

　
・
　
10
年
3
月
に
各
省
庁
が
再
評
価
の
実
施
要
領
を
策
定
。

　
・
　
10
年
度
中
に
全
事
業
に
つ
い
て
再
評
価
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
策
定
。

○
　
事
業
採
択
段
階
に
お
け
る
費
用
対
効
果
分
析
の
積
極
的
活
用

　
・
　
10
年
度
中
に
全
事
業
で
費
用
対
効
果
分
析
手
法
を
導
入
。

　
・
　
共
通
的
な
運
用
指
針
（
試
行
案
）
の
策
定
に
向
け
た
検
討
。

○
　
11
年
度
予
算
に
お
い
て
事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
事
業
の
中
止
・
休
止
等
を
決
定
。（
次
頁
参
照
）



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

事
業
名

中
　
止

休
　
止

事
業
の
縮
小

ダ
　
ム

7
ダ
ム

5
ダ
ム

―

治
　
山

2
事
業

5
事
業

1
事
業

港
　
湾

1
事
業

25
事
業

2
事
業

漁
　
港

―
8
事
業

3
事
業

農
業
農
村
整
備

3
農
業
ダ
ム

1
農
業
ダ
ム

1
農
業
ダ
ム

国
有
林
林
道

10
事
業

2
事
業

5
事
業

大
規
模
林
道

1
事
業

2
事
業

1
事
業

工
業
用
水

2
事
業

3
事
業

2
事
業

　（
注
 ）
上
記
見
直
し
に
は
、
再
評
価
シ
ス
テ
ム
の
適
用
に
よ
る
も
の
と
、
再
評
価
の
対
象
で
は
な
い
が
、
事
業
の
必
要
性
等
の
見
直
し
を

行
っ
た
も
の
を
含
む
。

⑶
 　
ま
た
、
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
等
の
観
点
を
踏
ま
え
、

PF
I（
民
間
の
技
術
力
、
経
営
力
及
び
資
金
力
を
活
用
し
た

新
た
な
手
法
に
よ
る
社
会
資
本
整
備
）
に
つ
い
て
も
、
推
進

の
た
め
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
必
要
。

　
 　
な
お
、
PF
Iの
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
従
来
公
的
部
門
が

整
備
、
運
営
等
に
当
た
っ
て
い
た
サ
ー
ビ
ス
の
代
替
と
し
て

行
わ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
安
易
な
財
政
負
担

の
増
に
つ
な
が
ら
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
、
に
十
分
に
配
慮

す
る
こ
と
が
重
要
。

○
 　
平
成
11
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
PF
Iを
推
進
す
る
目
的
で
の
普
及
・
啓
発
、
事
業
の
早
期
形
成
・
実
施
の
支
援
等
の
た
め
の
経
費
（
経

済
企
画
庁
）
等
を
計
上
。
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平成11年度　　633
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
文
教
・
科
学
技
術

⑴
　
文
教

　
①
　
高
等
教
育

　
　
 　
高
等
教
育
に
つ
い
て
は
、
資
金
の
重
点
配
分
を
図
り
つ

つ
、
受
益
者
負
担
の
徹
底
等
の
観
点
か
ら
、
各
種
経
費
の

見
直
し
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
　
公
立
看
護
大
学
等
経
常
費
補
助
（
10
年
度
　
10
億
円
）
を
廃
止
す
る
。

　
②
　
国
立
学
校
特
別
会
計

　
　
 　
国
立
大
学
の
授
業
料
・
入
学
料
に
つ
い
て
は
、
受
益
者

負
担
の
徹
底
及
び
自
己
財
源
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
入
学

料
等
に
つ
き
適
正
化
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

○
　
国
立
学
校
の
入
学
料
に
つ
い
て
は
以
下
の
通
り
改
定
す
る
。

　
　［
大
学
（
平
成
12
年
度
入
学
者
か
ら
）］

　
　
現
　
行
　
27
5,0
00
円
　
→
　
改
定
後
　
27
7,0
00
円
（
＋
2,0
00
円
、
＋
0.7
％
）　
（
大
学
学
部
（
昼
間
部
））

　
③
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

　
　
 　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

制
度
の
目
的
、
発
足
以
来
の
経
緯
等
を
も
踏
ま
え
、
負
担

対
象
等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
 　
第
6
次
教
職
配
置
改
善
計
画
（
5’
～
12
’、
当
初
の
6
年
計
画
を
2
年
延
長
）
に
よ
り
、
11
年
度
に
お
い
て
は
、
計
画
残
3,7
15
人
の

う
ち
2,5
15
人
を
措
置
す
る
。

⑵
　
科
学
技
術

　
 　
科
学
技
術
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
21
世
紀
を
見
据
え
つ

つ
、
真
に
必
要
な
施
策
に
対
し
て
限
ら
れ
た
財
政
資
源
を
重

点
的
・
効
率
的
に
配
分
し
、
国
民
経
済
に
最
大
の
効
果
を
も

た
ら
す
と
の
観
点
か
ら
、
優
先
順
位
の
厳
し
い
選
択
、
同
一

分
野
の
研
究
開
発
や
同
種
の
研
究
開
発
制
度
に
つ
い
て
の
重

複
排
除
や
連
携
促
進
、
本
格
的
な
研
究
評
価
制
度
の
厳
正
な

運
用
を
引
き
続
き
行
う
こ
と
が
必
要
。

　
 　
ま
た
、
科
学
技
術
庁
予
算
に
つ
い
て
は
、
創
造
的
・
基
礎

的
研
究
の
充
実
を
図
る
た
め
に
も
、
分
野
別
予
算
配
分
の
よ

り
一
層
の
見
直
し
が
必
要
。

○
 　
創
造
的
・
基
礎
的
研
究
等
の
充
実
に
配
慮
す
る
一
方
で
、
原
子
力
及
び
宇
宙
関
係
経
費
を
極
力
抑
制
す
る
と
い
っ
た
分
野
別
の
資
金
配

分
に
配
意
し
て
い
る
。

［
科
学
技
術
庁
一
般
会
計
の
4
分
類
］ 

（
単
位
：
億
円
、
％
、（
　
）
書
き
は
構
成
比
）

10
年
度

11
年
度

伸
率

基
礎
研
究
等

1,9
23
（
32
.9）

2,1
64
（
35
.2）

＋
12
.6

原
子
力

1,8
58
（
31
.8）

1,8
23
（
29
.6）

▲
1.9

宇
宙
開
発

1,8
25
（
31
.2）

1,8
72
（
30
.4）

＋
2.6

海
洋
開
発

24
5（
4.2
）

29
4（
4.8
）

＋
19
.8

○
 　
研
究
分
野
・
制
度
の
重
複
の
排
除
を
図
る
ほ
か
、
省
庁
連
絡
会
等
に
よ
る
連
絡
・
調
整
等
を
通
じ
て
研
究
分
野
・
制
度
毎
に
省
庁
の
枠

を
超
え
て
共
同
・
連
携
促
進
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
一
層
の
重
点
化
を
図
る
。

10
年
度

11
年
度

・
　
ゲ
ノ
ム
関
連
研
究

19
9億
円

→
26
5億
円

・
　
脳
科
学
研
究

22
4億
円

→
26
5億
円

・
　
環
境
ホ
ル
モ
ン
及
び
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
関
連
す
る
調
査
研
究

23
億
円

→
11
5億
円

○
 　
研
究
の
競
争
的
環
境
を
醸
成
し
つ
つ
研
究
資
金
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
等
を
図
る
と
と
も
に
、
国
民
に
開
か
れ
た
科
学
技
術
と
す
る

た
め
、
各
省
庁
に
お
い
て
事
前
・
中
間
・
事
後
に
わ
た
る
外
部
評
価
の
実
施
、
評
価
結
果
の
公
表
等
を
推
進
す
る
。

10
年
度

11
年
度

・
　
関
係
省
庁
の
研
究
開
発
評
価
予
算

5.7
億
円

→
11
.1億
円



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
防
衛

①
 　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
益
々
深
刻
さ
を
増
し
て
い
る

我
が
国
の
財
政
事
情
を
踏
ま
え
、
あ
ら
ゆ
る
経
費
・
施
策
に

わ
た
っ
て
効
率
化
・
合
理
化
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
引
き
続
き
常
備
自
衛
官
定
数
及
び

実
員
の
削
減
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も
に
装
備
品
の
調
達
価

格
の
抑
制
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
後
年
度
負
担
の
抑

制
に
引
き
続
き
取
り
組
む
こ
と
が
肝
要
で
あ
り
、
と
り
わ
け

正
面
装
備
品
は
、
正
面
と
後
方
の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
つ
つ

そ
の
抑
制
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

○
 　
平
成
11
年
度
の
防
衛
関
係
費
は
、
総
額
で
4
兆
9,3
22
億
円
、
対
前
年
度
比
▲
0.2
％
と
10
年
度
に
続
い
て
の
対
前
年
度
マ
イ
ナ
ス
。

SA
CO
関
係
経
費
を
除
く
ベ
ー
ス
で
も
4
兆
9,2
01
億
円
と
対
前
年
度
比
▲
0.2
％
の
減
。

（
億
円
）

区
　
　
　
分

10
年
度

11
年
度

増
　
　
　
減

除
く
SA
C
O
関
係
経
費

49
,29
0

49
,20
1

▲
89
（
▲
0.2
％
）

防
衛

関
係

費
49
,39
7

49
,32
2

▲
75
（
▲
0.2
％
）

正
面
契
約
 

（
億
円
、
％
）

9
年
度

対
前
年
度

10
年
度

対
前
年
度

11
年
度

対
前
年
度

8,4
10

58
7,9
80

▲
43
0

7,9
65

▲
15

（
＋
0.7
）

（
▲
5.1
）

（
▲
0.2
）

後
年
度
負
担
 

（
億
円
、
％
）

9
年
度

対
前
年
度

10
年
度

対
前
年
度

11
年
度

対
前
年
度

31
,33
9

80
9

30
,99
2

▲
34
7

30
,50
7

▲
48
5

（
＋
3.0
）

（
▲
1.1
）

（
▲
1.6
）

　（
注
）
SA
CO
関
係
経
費
を
含
む
。

○
　
基
幹
部
隊
の
改
編
と
常
備
自
衛
官
の
削
減

　
 　
新
防
衛
大
綱
（
平
成
7
年
11
月
策
定
）
を
踏
ま
え
、
陸
上
自
衛
隊
第
7
師
団
の
改
編
、
海
上
自
衛
隊
掃
海
隊
群
（
仮
称
）
の
新
編
等
の

基
幹
部
隊
の
見
直
し
と
と
も
に
、
陸
上
自
衛
隊
常
備
自
衛
官
定
数
を
1,6
04
人
削
減
（
11
年
度
末
定
数
17
.1万
人
）。

②
 　
防
衛
装
備
品
の
調
達
に
関
し
て
は
、
技
術
研
究
開
発
段
階

で
の
量
産
コ
ス
ト
低
減
策
の
検
討
、
輸
入
品
の
一
層
の
活
用

を
含
め
た
規
格
・
仕
様
の
見
直
し
、
競
争
原
理
の
一
層
の
活

用
な
ど
調
達
コ
ス
ト
の
低
減
に
向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
し
、

取
得
改
革
を
加
速
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
ま
た
、
今
後
は
制
度
・
機
構
面
の
取
組
み
を
着
実
に
推
進

し
、
効
率
的
で
透
明
・
公
正
な
調
達
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
図

る
必
要
が
あ
る
。

○
　
防
衛
装
備
品
の
単
価
引
下
げ

　
 　
一
定
の
要
件
に
あ
て
は
ま
る
装
備
品
等
の
単
価
に
つ
い
て
、
5
年
間
で
10
％
低
減
と
い
う
防
衛
庁
の
当
初
目
標
を
2
年
前
倒
し
し
て
、

原
則
と
し
て
3
年
間
で
10
％
低
減
す
る
こ
と
と
し
、
11
年
度
予
算
に
お
い
て
は
4
％
の
単
価
引
下
げ
を
織
込
み
。
こ
の
結
果
、
契
約
ベ
ー

ス
で
約
22
0億
円
の
コ
ス
ト
削
減
。

○
　
防
衛
調
達
の
適
正
化

　
 　
契
約
企
業
の
調
査
の
実
施
に
当
た
っ
て
監
査
法
人
・
公
認
会
計
士
等
専
門
家
の
助
言
・
支
援
を
得
る
と
と
も
に
、
部
外
有
識
者
に
よ
る

チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
整
備
等
を
行
う
た
め
の
所
要
経
費
2.5
億
円
を
計
上
。
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「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

6
．
政
府
開
発
援
助

　
通
貨
危
機
に
見
舞
わ
れ
た
ア
ジ
ア
諸
国
等
を
始
め
、
世
界
の

経
済
状
況
は
依
然
と
し
て
不
安
定
な
中
で
、
我
が
国
へ
の
途
上

国
支
援
の
期
待
は
更
に
大
き
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
他
方
、

我
が
国
に
お
い
て
は
、
政
府
開
発
援
助
（
O
D
A
）
供
与
実
積

が
7
年
連
続
で
世
界
一
と
な
る
な
ど
既
に
高
い
水
準
に
達
し
て

い
る
。
今
後
我
が
国
が
国
際
社
会
に
お
け
る
責
務
を
果
た
し
て

い
く
た
め
に
は
、
O
D
A
の
実
施
に
つ
い
て
こ
れ
ま
で
以
上
に

国
民
の
支
持
と
理
解
を
得
て
い
く
必
要
が
あ
る
が
、
そ
の
た
め

に
は
、
深
刻
な
財
政
状
況
の
中
で
、
引
き
続
き
そ
の
効
率
的
な

実
施
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
｡

○
 　
平
成
11
年
度
O
D
A
予
算
に
関
し
て
は
、
国
際
機
関
分
担
率
の
上
昇
、
ア
ジ
ア
支
援
に
関
す
る
我
が
国
へ
の
期
待
の
増
大
等
に
対
応
し

つ
つ
、
引
き
続
き
重
点
的
・
効
率
的
な
配
分
を
実
施
。（
10
,48
9憶
円
計
上
　
対
前
年
度
比
＋
0.2
％
）

○
ア
ジ
ア
諸
国
に
対
す
る
経
済
支
援

　
・
ア
ジ
ア
諸
国
の
経
済
イ
ン
フ
ラ
等
整
備
の
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
無
償
（
26
憶
円
）

　
・
ア
ジ
ア
諸
国
の
経
済
構
造
改
革
努
力
の
支
援
の
た
め
の
ノ
ン
プ
ロ
無
償
（
15
億
円
）

　
・
ア
ジ
ア
諸
国
の
資
金
調
達
支
援
の
た
め
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
支
援
資
金
（
20
0億
円
）

　
・
研
修
員
受
入
れ
・
専
門
家
派
遣
の
拡
充
（
17
3億
円
（
10
年
度
）
→
17
7億
円
（
11
年
度
））

　
以
上
の
趣
旨
に
鑑
み
、
O
D
A
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
特

に
以
下
の
点
に
留
意
す
べ
き
と
考
え
ら
れ
る
。

⑴
 　
O
D
A
の
実
施
に
際
し
、
O
D
A
の
重
点
分
野
・
地
域
等
に

つ
き
、
我
が
国
の
国
益
を
踏
ま
え
た
戦
略
的
な
判
断
を
行
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
特
に
国
際
機
関
を
通
じ
た
援

助
に
関
し
て
、
二
国
間
援
助
と
の
相
互
補
完
性
を
確
保
し
つ

つ
、
我
が
国
の
顔
が
見
え
る
支
援
と
す
る
よ
う
工
夫
を
行
っ

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

○
顔
の
見
え
る
O
D
A

　
・
途
上
国
の
人
造
り
の
拡
充
→
人
造
り
拠
点
支
援
無
償
（
20
億
円
）、
留
学
生
支
援
無
償
（
3
億
円
）

　
・
N
GO
支
援
等
の
キ
メ
の
細
か
い
援
助
→
草
の
根
無
償
の
拡
充
（
57
億
円
→
70
億
円
）
等

　
・
 我
が
国
が
使
途
決
定
に
関
与
で
き
る
国
際
機
関
フ
ァ
ン
ド
へ
の
拠
出
に
よ
り
、
我
が
国
の
二
国
間
支
援
と
マ
ル
チ
の
支
援
と
の
相
互
補

完
性
を
確
保
す
る
。（
U
N
D
P人
造
り
基
金
：
10
億
円
→
12
億
円
）

　
・
国
費
留
学
生
の
受
入
れ
・
私
費
留
学
生
学
習
奨
励
費
の
拡
充
（
27
4億
円
→
28
5億
円
）

⑵
 　
我
が
国
の
援
助
が
真
に
途
上
国
か
ら
評
価
さ
れ
る
も
の
と

す
る
た
め
、
相
手
国
の
実
情
を
十
分
に
把
援
し
た
キ
メ
の
細

か
い
援
助
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
効
率
的
な

援
助
の
実
施
の
観
点
か
ら
、
各
省
庁
の
連
携
等
に
つ
い
て
も

工
夫
を
行
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

⑶
 　
我
が
国
の
国
民
及
び
受
入
国
側
の
理
解
を
深
め
る
た
め
、

我
が
国
の
貢
献
に
つ
い
て
の
情
報
公
闘
を
積
極
的
に
行
っ
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

○
透
明
で
効
率
的
な
O
D
A

　
・
無
償
資
金
協
力
実
施
体
制
の
強
化
（
設
計
積
算
審
査
の
強
化
等
：
21
億
円
→
29
億
円
）

　
・
外
部
機
関
に
よ
る
評
価
の
実
施
（
0.6
億
円
）

　
・
O
D
A
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
拡
充
（
発
注
業
者
名
、
受
注
額
等
幅
広
く
情
報
公
開
：
1
憶
円
）

　
・
O
D
A
事
業
の
公
募
モ
ニ
タ
ー
（
一
般
市
民
に
よ
る
O
D
A
事
業
の
視
察
：
1.4
億
円
）
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置
状
況

7
．
農
業

⑴
 　
農
林
水
産
関
係
予
算
の
重
点
化
・
効
率
化

　
 　
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
財
政
資
金
の
効
率
的

使
用
の
観
点
か
ら
、
担
い
手
へ
の
施
策
の
集
中
、
市
場
原
理
、

競
争
条
件
の
一
層
の
導
入
を
図
り
つ
つ
、
各
種
施
策
の
見
直

し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
更
に
重
点
的
・
効
率
的
な
も
の
と

す
る
必
要
が
あ
る
。

　
 　
な
お
、
食
糧
供
給
力
の
低
下
、
農
村
の
過
疎
化
・
高
齢
化

の
進
行
等
農
業
・
農
村
を
め
ぐ
る
状
況
を
踏
ま
え
、
現
在
検

討
が
行
わ
れ
て
い
る
農
政
改
革
に
当
た
っ
て
は
、
現
行
農
業

基
本
法
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
て
い
る
農
政
を
、
今
日
的
観
点

か
ら
、
国
民
全
体
の
視
点
に
立
っ
て
抜
本
的
に
見
直
し
、
経

営
感
覚
に
優
れ
た
効
率
的
・
安
定
的
担
い
手
に
よ
る
農
業
生

産
を
中
心
と
し
た
政
策
体
系
と
し
て
再
構
築
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

○
　
農
林
水
産
関
保
予
算
の
重
点
化
・
効
率
化

　
 　
平
成
11
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、
担
い
手
へ
の
施
策
の
集
中
、
市
場
原
理
・

競
争
条
件
の
一
層
の
導
入
を
図
り
つ
つ
、
各
種
施
策
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
更
に
重
点
的
・
効
率
的
な
予
算
配
分
を
図
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

（
額
の
推
移
） 

（
億
円
）

区
　
　
　
分

10
年
度

11
年
度

増
減

農
林
水
産
予
算
関
係
総
額

33
,75
6

34
,05
6

30
0（
＋
0.9
％
）

公
共
事
業
関
係
費

17
,43
9

17
,58
8

14
9（
＋
0.9
％
）

主
要
食
糧
関
係
費

2,6
91

2,6
87

▲
4
（
▲
0.1
％
）

一
般
農
政
費

13
,62
6

13
,78
1

15
4（
＋
1.1
％
）

　（
注
 ）
計
数
は
、
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
の
で
、
端
数
に
お
い
て
合
計
と
は
合
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

○
　「
新
基
本
法
」
に
向
け
た
農
政
改
革
大
綱
の
と
り
ま
と
め
を
踏
ま
え
、
以
下
の
と
お
り
施
策
を
推
進
。

　
　
⑴
担
い
手
へ
の
施
策
の
集
中
の
観
点
か
ら
、
施
設
整
備
事
業
の
補
助
対
象
を
認
定
農
業
者
等
に
重
点
化
。

　
　
　
　
　
・
農
業
生
産
体
制
強
化
対
策
事
業
（
22
8億
円
）

　
　
　
　
　
・
畜
産
再
編
総
合
対
策
事
業
（
75
億
円
）

　
　
⑵
 農
業
農
村
整
備
事
業
に
お
い
て
、
担
い
手
の
育
成
に
資
す
る
事
業
（
担
い
手
育
成
型
ほ
場
整
備
事
業
）
に
予
算
を
重
点
配
分
す
る
と

と
も
に
、
大
区
画
ほ
場
整
備
と
併
せ
た
必
要
な
共
同
利
用
機
械
の
導
入
を
支
援
す
る
制
度
を
創
設
。

　
　
　
　
　
・
担
い
手
育
成
型
ほ
場
整
備
事
業
（
89
9億
円
）

　
　
　
　
　
・
大
区
画
ほ
場
高
度
利
用
促
進
事
業
（
1
億
円
）

　
　
⑶
 経
営
感
覚
に
優
れ
た
認
定
農
業
者
の
創
意
工
夫
を
生
か
し
た
経
営
展
開
を
支
援
す
る
た
め
に
、
機
械
等
の
リ
ー
ス
料
の
一
部
を
助
成

す
る
制
度
を
創
設
。

　
　
　
　
　
・
認
定
農
業
者
支
援
緊
急
リ
ー
ス
事
業
（
3
億
円
）

　
　
⑷
農
業
の
持
続
的
な
発
展
に
資
す
る
生
産
方
式
を
定
着
・
普
及
さ
せ
る
た
め
の
総
合
対
策
を
実
施
。

　
　
　
　
　
・
持
続
的
農
業
総
合
対
策
（
24
億
円
）

　
　
⑸
食
品
関
連
産
業
等
の
経
営
体
質
の
強
化
を
通
じ
た
流
通
合
理
化
、
消
費
者
へ
の
情
報
提
供
の
円
滑
化
等
を
推
進
。

　
　
　
　
　
・
生
産
流
通
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ス
構
築
モ
デ
ル
事
業
（
6
億
円
）

　
　
　
　
　
・
地
域
食
品
電
子
商
取
引
推
進
支
援
事
業
（
1
億
円
）
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⑵
　
主
要
食
糧
関
係
費

　
　
米
に
つ
い
て
は
、「
新
た
な
米
政
策
」
を
着
実
に
実
施
し
、

　
①
 　
11
年
産
政
府
買
入
米
価
に
つ
い
て
、
算
定
方
式
に
基
づ

き
引
下
げ
（
▲
1.7
5％
）、

　
②
 　
政
府
備
蓄
水
準
の
早
期
適
正
化
の
た
め
、
備
蓄
運
営

ル
ー
ル
に
基
づ
き
、
10
年
産
米
政
府
買
入
数
量
を
決
定
し

た
（
9
年
産
11
9万
㌧
→
10
年
産
30
万
㌧
）。

　
 　
11
年
度
に
お
い
て
も
同
政
策
を
引
き
続
き
推
進
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

○
　
米
に
つ
い
て
は
、「
新
た
な
米
政
策
」
を
着
実
に
実
施
す
る
べ
く
、
所
要
の
予
算
を
計
上
。

　
 　
ま
た
、
麦
に
つ
い
て
は
、
国
内
産
麦
に
係
る
民
間
流
通
の

導
入
を
柱
と
す
る
「
新
た
な
麦
政
策
」
の
具
体
化
に
向
け
た

検
討
を
早
急
に
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
　
麦
に
つ
い
て
は
、「
新
基
本
法
」
に
向
け
た
農
政
改
革
大
綱
の
と
り
ま
と
め
を
踏
ま
え
、
以
下
の
通
り
施
策
を
推
進
。

　
　
 　
国
内
産
麦
に
係
る
民
間
流
通
の
導
入
を
柱
と
す
る
「
新
た
な
麦
政
策
」
の
具
体
化
に
向
け
、
品
種
開
発
等
に
関
す
る
緊
急
研
究
、
高

品
質
・
大
ロ
ッ
ト
の
生
産
体
制
の
整
構
等
を
実
施
。

　
　
・
麦
大
豆
品
質
向
上
定
着
特
別
対
策
事
業
（
64
億
円
）

　
　
・
麦
の
新
品
種
の
開
発
の
推
進
（
5
億
円
）

⑶
　
農
業
農
村
整
備
事
業

　
 　
農
業
農
村
整
備
事
業
に
つ
い
て
は
、
コ
ス
ト
の
縮
減
対
策

の
推
進
、
費
用
対
効
果
分
析
等
の
客
観
的
な
評
価
に
よ
る
投

資
の
効
率
化
の
確
保
、
再
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導
入
及
び
精
度

の
向
上
に
よ
る
継
続
事
業
の
見
直
し
等
を
一
層
徹
底
し
、
効

率
化
、
透
明
化
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
 　「
農
業
農
村
整
備
事
業
の
コ
ス
ト
縮
減
計
画
」（
平
成
9
年
4
月
策
定
）
に
基
づ
き
、
引
き
続
き
建
設
コ
ス
ト
を
縮
減
（
9
年
度
に
は
、

2.3
％
の
コ
ス
ト
縮
減
）。

○
 　
費
用
対
効
果
分
析
に
つ
い
て
、
実
施
対
象
事
業
の
拡
大
（
従
来
か
ら
行
っ
て
い
る
農
業
生
産
基
盤
整
備
事
業
に
加
え
、
農
業
集
落
排
水

事
業
な
ど
の
農
村
生
活
環
境
整
備
事
業
へ
の
拡
大
を
検
討
）、
農
業
水
利
施
設
（
約
22
兆
円
）
全
体
で
み
た
マ
ク
ロ
的
な
効
果
の
試
算
等

を
通
じ
、
よ
り
積
極
的
に
活
用
。

○
　
再
評
価
等
の
実
施
に
よ
り
計
画
を
見
直
し
。

　
　
・
農
業
用
ダ
ム
の
中
止
　
　
　
3
地
区

　
　
・
　
　
〃
　
　
の
休
止
　
　
　
1
地
区

　
　
・
　
　
〃
　
　
の
規
模
縮
小
　
1
地
区
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⑷
　
国
有
林
野
事
業

　
 　
国
有
林
野
累
積
債
務
問
題
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
処
理
方

策
及
び
管
理
経
営
方
針
の
公
益
的
機
能
重
視
へ
の
転
換
、
公

益
林
の
適
切
な
管
理
等
の
た
め
の
一
般
会
計
繰
入
を
前
提
と

し
た
特
別
会
計
制
度
へ
の
移
行
等
を
内
容
と
す
る
所
要
の
法

律
が
、
平
成
10
年
10
月
15
日
に
可
決
成
立
し
た
。

　
 　
こ
の
改
革
案
に
則
り
、
平
成
10
年
度
よ
り
着
実
に
国
有
林

野
改
革
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
国
有
林
野
事
業
特
別
会
計

が
約
1
兆
円
の
債
務
を
円
滑
か
つ
確
実
に
償
還
し
て
い
く
た

め
、
組
織
・
要
員
の
徹
底
し
た
縮
減
、
合
理
化
と
い
っ
た
リ

ス
ト
ラ
を
確
実
に
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
　
国
有
林
野
事
業

　
 　
平
成
10
年
度
か
ら
取
り
組
ん
で
い
る
国
有
林
野
事
業
の
抜
本
的
改
革
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
、
公
益
林
の
管
理
に
要
す
る
人
件
費
相

当
額
等
公
益
林
を
適
切
に
管
理
す
る
た
め
の
経
費
、
国
有
林
野
事
業
特
別
会
計
が
償
還
す
る
約
1
兆
円
の
債
務
に
係
る
利
払
い
費
相
当
額

に
つ
い
て
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
を
実
施
（
44
9億
円
）。
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度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
運
輸

⑴
　
国
鉄
長
期
債
務
問
題

　
 　
国
鉄
長
期
債
務
問
題
に
つ
い
て
は
、
平
成
10
年
10
月
15
日

に
可
決
成
立
し
た
法
律
に
基
づ
く
処
理
方
策
に
則
り
、
平
成

10
年
度
よ
り
、
着
実
に
債
務
の
処
理
を
実
施
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

○
 　
国
鉄
長
期
債
務
処
理
関
係
に
つ
い
て
は
、
日
本
鉄
道
建
設
公
団
が
行
う
年
金
等
負
担
金
の
支
払
に
当
て
る
た
め
の
補
助
金
65
0億
円

（
平
成
10
年
度
と
同
額
）
を
計
上
し
た
。

⑵
　
整
備
新
幹
線

　
 　
平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
整
備
新
幹
線
に
関
す
る
予
算

及
び
新
規
着
工
区
間
の
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
景
気
回
複
の

た
め
に
設
け
ら
れ
た
景
気
対
策
臨
時
緊
急
特
別
枠
を
活
用
し

て
事
業
費
を
追
加
す
る
場
合
に
も
、
既
着
工
区
間
の
優
先
整

備
方
針
や
新
規
着
工
3
区
間
の
間
の
優
先
順
位
な
ど
こ
れ
ま

で
積
み
重
ね
ら
れ
て
き
た
整
備
新
幹
線
の
基
本
的
枠
組
み
は

維
持
し
つ
つ
、
適
切
に
対
応
す
る
べ
き
。

○
 　
整
備
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
平
成
11
年
度
予
算
に
お
い
て
、
8
年
末
の
政
府
・
与
党
合
意
を
は
じ
め
、
こ
れ
ま
で
積
み
重
ね
ら
れ
て
き

た
整
備
新
幹
線
の
基
本
的
枠
組
み
（
既
着
工
区
間
の
優
先
整
備
方
針
や
新
規
着
工
3
区
間
の
間
の
優
先
順
位
等
）
を
前
提
と
し
て
措
置
し

て
お
り
、
整
備
新
幹
線
に
係
る
公
共
事
業
関
係
費
は
31
7億
円
（
対
前
年
度
比
＋
7.7
％
）、
事
業
費
は
1,6
34
億
円
と
し
て
い
る
。
ま
た
、

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
新
規
着
工
3
区
間
の
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
各
区
間
20
億
円
と
し
て
い
る
。

　（
参
考
）
整
備
新
幹
線
建
設
事
業
費
の
推
移

（
単
位
：
億
円
）

区
　
　
　
　
分

9
年
度
事
業
費

10
年
度
事
業
費

（
補
正
後
）

11
年
度
事
業
費

整 備 新 幹 線 建 設 事 業 費

［
事
業
費
］

1,7
35

1,7
47

1,6
34

東
北
新
幹
線
（
盛
岡
・
八
戸
）

55
1

66
6

63
2

北
陸
新
幹
線
（
高
崎
・
長
野
）

31
7

40
12

北
陸
新
幹
線
（
糸
魚
川
・
魚
津
）

13
7

16
2

17
2

北
陸
新
幹
線
（
石
動
・
金
沢
）

20
5

21
5

19
0

九
州
新
幹
線
（
新
八
代
・
西
鹿
児
島
）

49
5

60
4

56
8

東
北
新
幹
線
（
八
戸
・
新
青
森
）

10
20

20
北
陸
新
幹
線
（
長
野
・
上
越
）

10
20

20
九
州
新
幹
線
（
船
小
屋
・
新
八
代
）

10
20

20



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

9
．
中
小
企
業
対
策

　
中
小
企
業
の
構
造
改
革
の
推
進
に
資
す
る
施
策
に
重
点
化
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
社
会
経
済
の
変
化
に
即
し
た
不

断
の
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

　
景
気
の
低
迷
状
態
が
長
引
く
な
か
で
、
中
小
企
業
の
経
営
環

境
は
、
一
層
厳
し
く
な
っ
て
お
り
、
平
成
10
年
度
第
3
次
補
正

予
算
で
も
中
小
・
中
堅
企
業
等
金
融
特
別
対
策
費
を
手
当
て
し

た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
平
成
11
年
度
予
算
編
成
に
お
い
て
も
、

中
小
企
業
対
策
予
算
全
体
と
し
て
の
見
か
け
の
大
き
さ
で
は
な

く
、
最
近
の
情
勢
を
踏
ま
え
た
金
融
対
策
や
経
営
革
新
の
支
援

等
の
政
策
課
題
に
関
し
て
、
施
策
の
在
り
方
を
十
分
に
吟
味
す

る
こ
と
に
よ
り
、
中
小
企
業
対
策
の
効
率
化
に
努
め
る
べ
き
で

あ
る
。

○
 　
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
厳
し
い
経
営
環
境
を
踏
ま
え
、
金
融
対
策
、
経
営
革
新
支
援
等
に
重
点
化
を
行
い
、
中
小
企
業
対
策
費
は
対
前

年
度
比
＋
3.5
％
増
の
1,9
23
億
円
を
計
上
。

○
金
融
対
策

　
・
中
小
企
業
信
用
保
険
公
庫
出
資
金
（
11
3.2
億
円
→
17
5.2
億
円
）

○
経
営
革
新
支
援

　
・
中
小
企
業
経
営
革
新
補
助
金
（
　
―
　
→
18
億
円
）

　
・
新
規
成
長
産
業
連
携
支
援
事
業
（
5.7
億
円
→
12
.3億
円
）
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況

10
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

　
石
油
の
備
蓄
や
開
発
等
を
通
じ
た
我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

開
発
、
利
用
の
推
進
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
つ
い
て
は
、

石
炭
並
び
に
石
油
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
特

別
会
計
等
の
特
別
会
計
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

り
、
こ
う
し
た
特
別
会
計
に
つ
い
て
、
歳
出
全
般
の
見
直
し
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
施
策
の
効
率
化
・
重
点
化
を
図
っ
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
石
油
備
蓄
に
つ
い
て
、
平
成
10
年
度

か
ら
当
面
国
家
備
蓄
の
積
増
し
を
行
わ
な
い
こ
と
と
し
て
い
る

こ
と
を
含
め
、
費
用
の
節
減
合
理
化
を
図
る
と
と
も
に
、
石
油

の
自
主
開
発
に
つ
い
て
、
最
近
の
石
油
公
団
を
巡
る
議
論
を
踏

ま
え
つ
つ
、
採
択
基
準
の
厳
格
化
等
に
よ
る
案
件
の
精
査
、
事

業
計
画
の
見
直
し
等
に
よ
り
、
資
金
の
効
率
的
活
用
を
図
っ
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

○
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
に
つ
い
て
、
施
策
の
効
率
化
を
図
り
つ
つ
、
総
額
の
抑
制
を
行
う
。

　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

　
　
　
　
　
6,5
31
億
円
（
▲
2.3
％
）

　
　
う
ち
石
特
会
計
繰
入
れ

　
　
　
　
　
4,8
80
億
円
（
▲
2.4
％
）

　
ま
た
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
昨
年
の
地
球
温
暖
化
防
止
条
約
第
3
回
締
約
国
会
議

（
CO
P
3
）
の
合
意
も
踏
ま
え
つ
つ
、
政
策
効
果
の
高
い
施
策

へ
の
重
点
化
な
ど
、
財
源
の
効
率
的
活
用
に
努
め
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。

○
　
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
（
石
特
・
電
特
）

　
昨
年
の
CO
P
3
の
結
果
も
踏
ま
え
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減
に
向
け
た
諸
施
策
を
実
施
。

　
・
住
宅
・
建
築
物
高
効
率
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
導
入
促
進
事
業
（
　
―
　
→
8
億
円
）

　
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
支
援
（
43
.9億
円
→
93
.4億
円
）

　
・
先
進
型
廃
棄
物
発
電
フ
ィ
ー
ル
ド
テ
ス
ト
事
業
（
　
―
　
→
15
.9億
円
）



「
建
議
・
報
告
」
に
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け
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摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

11
．
地
方
財
政

○
 　
平
成
11
年
度
の
地
方
の
財
政
事
情
は
、
極
め
て
厳
し
い
状

況
に
あ
る
。
一
方
国
の
財
政
事
情
も
、
前
述
の
と
お
り
極
め

て
深
刻
な
状
況
に
あ
る
。

　
 　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
れ
ば
、
国
と
地
方
が
い
わ
ば

公
経
済
を
支
え
る
車
の
両
輪
と
し
て
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
財

政
運
営
を
行
っ
て
い
く
と
の
基
本
的
な
考
え
方
の
も
と
、
地

方
財
政
対
策
に
お
い
て
地
方
財
政
の
円
滑
な
運
営
に
十
分
配

慮
す
る
一
方
で
、
地
方
に
お
い
て
も
、
各
地
方
公
共
団
体
が
、

行
財
政
運
営
の
簡
素
化
や
、
定
員
の
管
理
、
給
与
水
準
等
の

適
正
化
の
一
層
の
推
進
な
ど
、
歳
出
全
般
に
わ
た
る
見
直
し
、

合
理
化
・
効
率
化
に
徹
底
的
に
取
り
組
み
、
地
方
財
政
の
健

全
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

Ⅰ
．
基
本
的
考
え
方

　
1
 ．
11
年
度
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
歳
出
面
に
お
い
て
、
景
気
に
配
慮
し
つ
つ
も
、
行
財
政
改
革
を
進
め
、
経
費
の
節
減
合
理
化
・

効
率
化
に
努
め
る
こ
と
と
し
、
歳
出
総
額
は
対
前
年
度
比
＋
1.6
％
の
増
。

　
2
 ．
し
か
し
な
が
ら
、
歳
入
面
に
お
い
て
、
地
方
税
・
国
税
と
も
に
、
最
近
の
経
済
動
向
及
び
恒
久
的
な
減
税
等
の
影
響
に
よ
り
大
幅
な

減
収
が
見
込
ま
れ
、
巨
額
の
財
源
不
足
が
生
じ
る
見
通
し
で
あ
り
、
Ⅱ
．
の
と
お
り
、
地
方
財
政
の
円
滑
な
運
営
に
支
障
を
生
ず
る
こ

と
の
な
い
よ
う
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

Ⅱ
．
地
方
財
政
対
策
の
概
要

　
1
．
地
方
の
歳
出

11
年
度

10
年
度

・
歳
出
総
額

88
兆
5,3
00
億
円
程
度
（
＋
1.6
％
程
度
）

87
兆
0,9
64
億
円
（
＋
0.0
％
）

・
地
方
一
般
歳
出

74
兆
6,8
00
億
円
程
度
（
＋
1.8
％
程
度
）

73
兆
3,6
25
億
円
（
▲
1.6
％
）

　
　
う
ち
投
資
単
独

19
兆
3,0
00
億
円
程
度
（
　
0.0
％
程
度
）

19
兆
3,0
00
億
円
（
▲
4.0
％
）

　
2
．
地
方
財
政
収
支
の
見
通
し

　
　
・
財
源
不
足
額
　
総
額
　
　
　
13
兆
 5
00
億
円
程
度
（
10
年
度
5
兆
4,0
59
億
円
）

　
　
　
　
通
常
収
支
　
　
　
　
　
　
10
兆
3,7
00
億
円
程
度
（
10
年
度
4
兆
6,4
62
億
円
）

　
　
　
　
恒
久
的
な
減
税
の
影
響
　
2
兆
6,0
00
億
円
程
度

　
　
　（
注
）
上
記
の
他
、
10
年
度
総
合
経
済
対
策
に
お
け
る
特
別
減
税
影
響
分
約
80
0億
円
が
あ
る
。

　
3
．
地
方
財
政
対
策

　
　
⑴
　
財
源
不
足
額
10
兆
3,7
00
億
円
程
度
（
通
常
収
支
）
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応
。

11
年
度

10
年
度

①
　
建
設
地
方
債
の
増
発

2
兆
2,5
00
億
円
程
度

1
兆
8,9
00
億
円

②
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置

8
兆
1,1
94
億
円
　
　

2
兆
7,5
62
億
円

　
　
　
う
ち
一
般
会
計
加
算

5,5
00
億
円
　
　

3,0
00
億
円

　
　
　
　
　
交
付
税
特
会
借
入
金
（
国
）

 
3
兆
4,4
84
.5億
円

7,5
50
億
円

（
地
方
）

 
3
兆
4,4
84
.5億
円

 
1
兆
 5
50
億
円

　
　
　
　
　
9
年
度
精
算
の
繰
延
べ

6,7
25
億
円
　
　
―

　
　
　
　
　
特
会
借
入
の
償
還
繰
延
べ

―
6,4
62
億
円
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措
置
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⑵
　
恒
久
的
な
減
税
の
影
響
額
（
2
兆
5,9
95
.4億
円
）
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応

地
方
税
の
減
税
の
影
響

1
兆
 7
11
億
円

①
 　
国
の
た
ば
こ
税
の
税
率
引
下
げ
と
同
額
の
地
方
た
ば
こ
税
の
税
率
引
下
げ
に
よ
り
地
方

た
ば
こ
税
の
増
収
措
置

　
　
1,1
13
億
円

②
　
法
人
税
の
交
付
税
率
の
引
下
げ
（
0.5
％
）　
　
　（
注
）

 
52
1.4
億
円

③
　
地
方
特
例
交
付
金

　
　
6,3
98
.6億
円

④
　
減
税
補
て
ん
債

　
　
2,6
78
億
円

国
税
の
減
税
の
地
方
交
付
税
へ
の
影
響

1
兆
5,2
84
.4億
円

交
付
税
特
会
借
入
金
等
（
国
）
11
年
度
発
生
利
子
は
、
一
般
会
計
加
算
（
60
億
円
）

　
　
7,6
42
.2億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
地
方
）

　
　
7,6
42
.2億
円

（
注
 ）
法
人
税
の
交
付
税
率
引
上
げ
に
つ
い
て
は
、
減
税
が
概
ね
平
年
度
化
す
る
平
成
12
年
度
か
ら
、
当
分
の
間
、
35
.8％
（
現
行
32
％
）

4
．
地
方
交
付
税
交
付
金
等

⑴
　
地
方
交
付
税
交
付
金

11
年
度

10
年
度

　
・
特
会
入
口
ベ
ー
ス

12
兆
8,8
31
億
円
（
▲
18
.8％
）

 

15
兆
8,7
02
億
円
（
＋
2.5
％
）

 

　
・
特
会
出
口
ベ
ー
ス

20
兆
8,6
42
億
円
（
＋
19
.1％
）

 

17
兆
5,1
89
億
円
（
＋
2.3
％
）

 

⑵
　
地
方
特
例
交
付
金

11
年
度

 
6,3
98
.6億
円
（
皆
増
）



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

12
．
補
助
金
等

⑴
 　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、「
地
方
分
権
推
進
計
画
」（
平
成

10
年
5
月
29
日
閣
議
決
定
）、
「
中
央
省
庁
等
改
革
基
本
法
」

（
平
成
10
年
法
律
第
10
3号
）
等
を
踏
ま
え
、
社
会
経
済
情
勢

の
変
化
、
官
と
民
及
び
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
在
り
方
等

の
観
点
か
ら
、
制
度
改
正
を
含
め
既
存
の
施
策
や
事
業
そ
の

も
の
を
見
直
す
こ
と
を
は
じ
め
と
し
て
、
聖
域
な
く
見
直
し

を
行
い
、
そ
の
整
理
合
理
化
を
積
極
的
に
推
進
す
る
必
要
が

あ
る
。

⑴
　
整
理
合
理
化
の
状
況

　
①
　
廃
止

　
　
・
防
疫
業
務
委
託
費

　
　
　
　
職
員
設
置
費
 

（
▲
19
億
円
）

　
　
・
公
立
看
護
大
学
等
経
常
費
等
補
助
金

　
　
　
　
公
立
看
護
大
学
等
経
常
費
補
助
 

（
▲
10
億
円
）

　
　
・
農
林
水
産
試
験
研
究
費
民
間
団
体
補
助
金

　
　
　
　
農
業
動
植
物
情
報
高
精
度
分
析
診
断
技
術
開
発
事
業
費
補
助
金
　
　（
▲
1
億
円
）

　
②
　
一
般
財
源
化

　
　
・
社
会
福
祉
事
業
助
成
費
補
助
金

　
　
　
　
福
祉
活
動
専
門
員
設
置
費
 

（
▲
24
億
円
）

　
　
・
母
子
保
健
衛
生
費
補
助
金

　
　
　
　
乳
児
健
康
診
査
費
等
補
助
金

　
　
　
　
　
乳
児
健
康
診
査
費
、
乳
幼
児
健
康
診
査
費
 

（
▲
10
億
円
）

　
　
・
不
当
景
品
類
防
止
事
務
委
託
費

　
　
　
　
職
員
設
置
費
、
事
務
費
 

（
▲
2
億
円
）

　
③
　
補
助
対
象
の
重
点
化

　
　
・
社
会
体
育
施
設
整
備
費
補
助
金

　
　
　
　（
水
泳
プ
ー
ル
上
屋
等
を
補
助
対
象
か
ら
除
外
。）

　
　
・
農
業
生
産
体
制
強
化
対
策
事
業
費
補
助
金

　
　
　
畜
産
再
編
総
合
対
策
事
業
費
補
助
金

　
　
　
牛
肉
等
関
税
財
源
畜
産
再
編
総
合
対
策
費
補
助
金

　
　
　（
 農
業
の
担
い
手
に
施
策
を
集
中
す
る
観
点
か
ら
、
非
公
共
施
設
整
備
事
業
の
補
助
対
象
を
認
定
農
業
者
等
に
重
点
化
し
、
補
助
金

の
重
点
化
を
図
る
。）

　
④
　
交
付
基
準
の
見
直
し

　
　
・
土
地
利
用
規
制
等
対
策
費
交
付
金

　
　
　
　（
 交
付
基
準
の
う
ち
、
客
観
的
指
標
に
基
づ
く
も
の
の
比
率
を
現
行
の
7
割
か
ら
8
割
に
引
き
上
げ
る
。）

　
⑤
　
採
択
基
準
の
引
上
げ

　
　
・
漁
港
局
部
改
良
事
業
（
市
町
村
営
）
の
採
択
基
準
の
引
き
上
げ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
3,0
00
万
円
→
5,0
00
万
円

　
　
・
海
岸
事
業
に
お
け
る
補
修
事
業
（
都
道
府
県
事
業
）
の
採
択
基
準
の
引
き
上
げ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
3,0
00
万
円
→
3,5
00
万
円
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「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
⑥
　
そ
の
他
の
合
理
化

　
　
・
統
計
調
査
地
方
公
共
団
体
委
託
費

　
　
　
　
周
期
統
計
調
査
委
託
費

　
　
　
　
　
事
業
所
・
企
業
簡
易
調
査
経
費

　
　
　
中
小
商
工
業
等
統
計
調
査
事
務
地
方
公
共
団
体
委
託
費

　
　
　
　
中
小
商
業
等
統
計
調
査
一
般
業
務

　
　
　
　（
 通
産
省
と
総
務
庁
の
統
計
調
査
事
務
に
お
い
て
、
対
象
事
業
所
が
一
部
重
複
す
る
こ
と
と
な
る
た
め
、
両
調
査
を
同
時
に
実
施

す
る
こ
と
に
よ
り
経
費
の
合
理
化
を
図
る
。）

⑵
 　
上
記
の
趣
旨
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間

団
体
に
対
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
、「
制
度
等
が
見
直
し

の
対
象
と
な
る
補
助
金
等
」
は
、
制
度
改
正
を
含
め
既
存
の

施
策
や
事
業
を
見
直
し
、「
そ
の
他
の
補
助
金
等
」
は
、
各

省
庁
ご
と
に
1
割
を
削
減
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
特
殊

法
人
等
に
対
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
も
、
交
付
の
対
象
と

な
る
事
業
等
を
見
直
す
こ
と
に
よ
り
整
理
合
理
化
を
図
る
必

要
が
あ
る
。

⑵
　
交
付
先
別
の
概
要

　
 　
景
気
回
復
に
向
け
全
力
を
尽
く
す
と
の
観
点
か
ら
、
社
会
保
障
関
係
費
及
び
公
共
事
業
関
係
費
等
の
増
加
に
伴
い
、
補
助
金
等
の
総
額

は
増
加
し
た
も
の
の
、「
そ
の
他
補
助
金
等
」
に
つ
い
て
は
、
21
.3％
減
を
図
る
な
ど
そ
の
整
理
合
理
化
を
推
進
し
た
と
こ
ろ
。

［
参
考
］ 

（
単
位
：
億
円
）

10
年
度

当
初

11
年
度

増
減

伸
び
率

地
方
公
共
団
体

（
3,0
74
）

16
0,8
02

（
2,4
65
）

16
4,0
65

（
▲
60
9）

＋
3,2
63

（
▲
19
.8％
）

＋
2.0
％

特
殊
法
人
等

27
,10
5

28
,41
0

＋
1,3
05

＋
4.8
％

民
間
団
体
等

（
1,5
03
）

8,5
95

（
1,1
36
）

7,9
13

（
▲
36
7）

▲
68
2

（
▲
24
.4％
）

▲
7.9
％

合
　
　
　
計

（
4,5
77
）

19
6,5
01

（
3,6
01
）

20
0,3
87

（
▲
97
5）

＋
3,8
86

（
▲
21
.3％
）

＋
2.0
％

（
注
 ）（
　
　
　
）
書
き
は
、「
そ
の
他
補
助
金
」
の
金
額
で
内
数
で
あ
る
。



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
11
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
 　
さ
ら
に
、
新
規
の
補
助
金
等
は
、
引
き
続
き
ス
ク
ラ
ッ

プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
及
び
終
期
設
定
の
原
則
を
徹
底
し
、

真
に
止
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
極
力
抑
制
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

⑶
　
新
規
補
助
金
等

　
 　
平
成
11
年
度
に
お
け
る
新
規
補
助
金
等
は
、
行
政
需
要
の
変
化
等
に
即
応
す
る
や
む
を
得
な
い
も
の
で
あ
り
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン

ド
・
ビ
ル
ド
原
則
は
徹
底
さ
れ
て
い
る
。

［
参
考
］

10
年
度

11
年
度

新
　
規

67
件

11
2件

廃
　
止

11
5件

13
2件

⑷
 　
な
お
、「
地
方
分
権
推
進
委
員
会
第
5
次
勧
告
」
で
は
、

統
合
補
助
金
の
創
設
を
は
じ
め
と
し
て
、
国
庫
補
助
負
担
金

の
整
理
合
理
化
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、

今
後
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
補
助
金
等
の
見
直
し
に
つ
い

て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
7
回
）
及
び
法
制
部
会
（
第
3
回
）
合
同
会
議
　
平
成
11
年
1
月
18
日
配
布
資
料
（
6）
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
10

年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
・
企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
編
」
42
1-
43
9ペ
ー
ジ
）。
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8-179　 平成11年度上半期における公共事業
等の事業施行等について

平成11年 3 月23日
閣議決定

1 　平成11年度上半期における公共事業等
（一般会計、特別会計、公団及び事業団の
公共投資関係の事業をいう。以下同じ。）
の施行については、現下の経済情勢を踏ま
え、景気回復に全力を尽くす観点から、下
記によるものとする。

記
⑴　上半期の契約目標
　　上半期においては、期末における契約
済額が、全体として過去最高の前倒しを
図った平成10年度上半期末実績（約13.6
兆円）と比較して10％を上回る伸びとな
ることを目指して、積極的な施行を図る。
⑵　施行に当たっての留意点
イ　一般会計及び特別会計の支出負担行
為実施計画、公団及び事業団の事業計
画、資金計画の立案、承認等の事務を、
事業の効率性・透明性を確保しつつ、
速やかに進める。早期発注の促進の観
点から、第 1・四半期において、でき
る限り多くの契約を行うよう努めるも
のとする。
ロ　施行に当たっては、北海道等の各地
域の経済情勢、社会資本の整備状況等
に応じ公共事業等が適切に配分される
よう十分配意するものとする。
ハ　災害復旧及び積雪寒冷地関係の事業
等については、その早期実施に努める
ものとする。
ニ　公共事業等の施行に当たっては、関
係各省庁、地方公共団体等の相互間で
密接な連絡をとり、建設資材、労務及
び用地の各面にわたり需給・価格の動
向に配慮を行うものとする。
ホ　中小建設業者に対し受注機会の確保
を図るとともに、取引条件の適正化等
に配慮する。
ヘ　財政投融資計画についても、上記の基
本方針に沿った適切な運用に配意する。

⑶　地方公共団体への協力要請
　　地方公共団体に対しても、公共事業等
の積極的な施行を図るよう要請する。

　　なお、地方公共団体における事業施行
の円滑化に資するため、補助金等の交付
及び地方債の許可について、事務処理の
促進を図るものとする。

2⑴ 　平成11年度における公共事業等の適切
な施行を確保するため、内閣に、「公共
事業等施行対策連絡会議」（以下「連絡
会議」という。）を設ける。

⑵　連絡会議は、関係機関相互間の密接な
連絡の下に、公共事業等の施行の進捗状
況及び事業の施行に伴う諸問題について
協議するものとする。

⑶　連絡会議の構成員は、次のとおりとする。
議　長 大蔵大臣
副議長 内閣官房副長官
 経済企画事務次官
 大蔵事務次官
 自治事務次官
委　員 警察庁長官
 金融監督庁長官
 総務事務次官
 北海道開発事務次官
 防衛事務次官
 科学技術事務次官
 環境事務次官
 沖縄開発事務次官
 国土事務次官
 法務事務次官
 外務事務次官
 文部事務次官
 厚生事務次官
 農林水産事務次官
 通商産業事務次官
 運輸事務次官
 郵政事務次官
 労働事務次官
 建設事務次官

⑷　議長は、必要に応じ、公共事業等の進
捗状況等を閣議に報告するものとする。

⑸　連絡会議の庶務は、大蔵省主計局にお
いて処理する。

（出所 ）財務省ウェブ・ページ「平成11年度
予算」、「平成11年度上半期における公
共事業等の事業施行等についての閣議
決定（平成11年 3 月23日）」（https://
www.mof.go.jp/budget/budger_work 
flow/budget/fy1999/sy034.htm）。



8-180　経済新生対策（別紙）

経済新生対策〔抜粋〕
平成11年11月11日

（別紙）

事業規模 国　　費
社会資本整備 6.8兆円程度 3.5兆円
　⑴物流効率化・競争力強化 1.1兆円程度

　⑵生活基盤充実 1.2兆円程度

　⑶ 情報通信・科学技術振興等経済発展基盤
強化

1.2兆円程度

　⑷少子高齢化・教育・環境 1.1兆円程度

　⑸緊急安全防災 0.9兆円程度

　⑹災害復旧 0.7兆円程度

　⑺公共事業の契約前倒し 0.6兆円程度

中小企業等金融対策 7.4兆円程度 0.7兆円強　
住宅金融対策 2.0兆円程度 0.2兆円程度
雇用対策 1.0兆円程度 0.3兆円程度
金融システム安定化対策 ― 0.9兆円程度

計 17兆円程度 5.6兆円程度
介護対策 0.9兆円程度 0.9兆円程度

再　　　計 18兆円程度 6.5兆円程度

 

 

（出所 ）内閣府ウェブ・ページ「経済新生対策（本文）（平成11年11月11日）」（http://www5.
cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1999/19991111ｂ-taisaku.html）。
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平成11年度　　649
8-
18
1　
平
成
11
年
度
補
正
予
算
（
第
2
号
）
フ
レ
ー
ム

１
．
社
会
資
本
整
備

２
．
中
小
企
業
等
金
融
対
策

３
．
住
宅
金
融
対
策

４
．
雇
 用
 対
 策

（
貸
し
渋
り
特
別
保
証
枠
の
11
年
度
追
加
分
５
兆
円
等
）

（
特
会
を
含
め
た
２
次
補
正
計
上
分
は
0.3
兆
円
程
度
）

５
．
金
融
シ
ス
テ
ム
安
定
化
対
策

６
．
介
 護
 対
 策

　
計

　
再
　
　
計

［
事
業
規
模
］

7.4
兆
円
程
度

2.0
兆
円
程
度

1.0
兆
円
程
度

0.9
兆
円
程
度

17
兆
円
程
度

18
兆
円
程
度

○
社
会
資
本
の
整
備

　（
1）
物
流
効
率
化
・
競
争
力
強
化

　（
2）
生
活
基
盤
充
実

　 （
3）
情
報
通
信
・
科
学
技
術
振
興

　
　
　
等
経
済
発
展
基
盤
強
化

　（
4）
少
子
高
齢
化
・
教
育
・
環
境

　 （
5）
緊
急
安
全
防
災

　（
6）
災
害
復
旧

○
公
共
事
業
の
前
倒
し

１
．
社
会
資
本
整
備
費

　（
1）
物
流
効
率
化
・
競
争
力
強
化
特
別
対
策
費

　（
2）
生
活
基
盤
充
実
特
別
対
策
費

　 （
3）
情
報
通
信
・
科
学
技
術
振
興
等
経
済

　
　
 　
発
展
基
盤
強
化
特
別
対
策
費

　（
4）
少
子
高
齢
化
・
教
育
・
環
境
特
別
対
策
費

　（
5）
緊
急
安
全
防
災
特
別
対
策
費

　（
6）
災
害
復
旧
等
事
業
費

２
.　
中
小
企
業
等
金
融
対
策
費

３
．
住
宅
金
融
対
策
費

４
．
雇
用
対
策
費

５
．
金
融
シ
ス
テ
ム
安
定
化
対
策
費

６
．
介
護
対
策
費

７
．
義
務
的
経
費
の
追
加

８
．
都
市
基
盤
整
備
公
団
補
給
金
等

９
．
厚
生
保
険
特
別
会
計
へ
繰
入

10
．
そ
の
他
の
経
費

11
．
既
定
経
費
の
節
減

12
．
地
方
交
付
税
の
減
額

（
参
考
）
財
政
投
融
資
計
画

　
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
日
本
道
路
公
団
等
に
対
し
、
総
額
3,3
15
億
円
を
追
加
す
る
。

１
．
税
収
　

２
．
税
外
収
入

３
．
公
債
金
収
入

　（
1）
 建
設
公
債

　（
2）
特
例
公
債

４
．
前
年
度
剰
余
金
受
入

［
公
債
発
行
額
］

［
公
債
依
存
度
］

［
一
般
会
計
歳
出
］

（
10
’決
算
）（
11
’1次
補
正
後
）（
11
’2次
補
正
後
）

▲
14
,41
0

79
0

75
,66
0

38
,26
0

37
,40
0

5,8
49

34
0,0
00

31
0,5
00

38
6,1
60

（
10
’決
算
）（
11
’1次
補
正
後
）（
11
’2次
補
正
後
）

84
3,9
17

82
2,2
99

89
0,1
89

＋
75
,66
0

17
0,5
00

93
,40
0

13
1,6
60

＋
38
,26
0

16
9,5
00

21
7,1
00

25
4,5
00

＋
37
,40
0

40
.3％

37
.8％

43
.4％

＋
5.6
ポ
イ
ン
ト

35
,00
0

4,0
17

6,0
99

9,0
76

5,4
66

5,1
73

5,1
68

7,7
73

2,0
01

1,9
17

9,2
79

9,1
10

7,6
50

1,1
77

4,1
83

3,3
45

▲
9,1
19

▲
4,3
87

歳
　
出
　
計

歳
　
入
　
計

歳
　
　
　
　
　
出

歳
　
　
　
　
　
入

（
単
位
：
億
円
）

67
,89
0

67
,89
0

6.2
兆
円
程
度

1.1
兆
円
程
度

1.2
兆
円
程
度

1.2
兆
円
程
度

1.1
兆
円
程
度

0.9
兆
円
程
度

0.7
兆
円
程
度

0.6
兆
円
程
度



社
会
資
本
整
備

（
単
位
：
億
円
）

事
業
費

う
ち
公
共

う
ち
非
公
共

国
費

国
費

国
費

①
物
流
効
率
化

・
競
争
力
強
化

1.1
兆
円

程
度

4,0
17

1.1
兆
円

程
度

3,8
80
・
高
規
格
幹
線
道
路
等
の
整
備

・
 大
都
市
圏
拠
点
空
港
、
国
際
ハ
ブ
港
湾
の

整
備
等

・
整
備
新
幹
線

・
 ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連

対
策

0.0
兆
円

程
度

13
6

②
生
活
基
盤
充
実

1.2
兆
円

程
度

6,0
99

1.2
兆
円

程
度

5,9
05
・
 立
体
交
差
化
、
踏
切
道
改
良
等
交
通
円
滑

化
対
策

・
 市
街
地
整
備
と
一
体
と
な
っ
た
防
災
公
園

の
整
備
等

・
 快
適
な
居
住
環
境
の
形
成
に
資
す
る
下
水

道
事
業
の
推
進

0.0
兆
円

程
度

19
5

③
情
報
通
信

・
科
学
技
術
等

　
経
済
発
展
基
盤
強
化

1.2
兆
円

程
度

9,0
76

0.4
兆
円

程
度

2,4
25
・
電
線
類
地
中
化
等
の
推
進

・
 情
報
BO
X
（
光
フ
ァ
イ
バ
ー
収
容
空
間
）

の
整
備

・
 ET
C（
ノ
ン
ス
ト
ッ
プ
自
動
料
金
収
受

シ
ス
テ
ム
）
の
導
入
促
進

0.8
兆
円

程
度

6,6
51
・
 学
校
に
お
け
る
新
た
な
高
速
ア
ク
セ
ス
網
活
用
型
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
に
関
す
る
研
究
開
発
等
教
育
の
情
報
化
の
推
進

・
 高
速
・
大
容
量
の
次
世
代
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
技
術
の
開
発

・
 ヒ
ト
ゲ
ノ
ム
・
イ
ネ
ゲ
ノ
ム
の
解
析
及
び
遺
伝
子
情
報
の
実
用

化
の
推
進

・
 先
端
的
・
創
造
的
研
究
開
発
の
推
進
（
21
世
紀
を
拓
く
「
知
の

戦
略
拠
点
」
の
形
成
に
資
す
る
施
設
整
備
等
）

・
 人
材
・
技
術
・
知
識
・
情
報
な
ど
の
面
で
の
中
小
企
業
に
対
す

る
支
援
基
盤
整
備
等

④
少
子
高
齢
化

・
教
育
・
環
境

1.1
兆
円

程
度

5,4
66

0.7
兆
円

程
度

3,2
64
・
 公
共
空
間
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
（
幅
広
歩

道
の
整
備
、
段
差
解
消
等
）

・
沿
道
環
境
対
策

・
 高
齢
者
向
け
公
共
賃
貸
住
宅
等
の
供
給

0.4
兆
円

程
度

2,2
02
・
介
護
予
防
拠
点
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
整
備

・
子
育
て
支
援
の
た
め
の
保
育
所
の
整
備

・
 国
立
社
会
教
育
施
設
及
び
国
立
大
学
施
設
等
の
整
備

・
 地
球
温
暖
化
防
止
・
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
関
連
技
術
開
発

⑤
緊
急
安
全
防
災

0.9
兆
円

程
度

5,1
73

0.8
兆
円

程
度

4,3
58
・
災
害
弱
者
関
連
土
砂
災
害
対
策

・
 ト
ン
ネ
ル
補
修
・
橋
梁
補
強
等
防
災
対
策

・
 水
害
・
土
砂
災
害
・
高
潮
等
危
険
地
区

（
箇
所
）
緊
急
解
消
対
策

0.1
兆
円

程
度

81
6
・
原
子
力
安
全
対
策
（
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー
等
の
整
備
）

⑥
災
害
復
旧
等

0.7
兆
円

程
度

5,1
68

0.7
兆
円

程
度

5,1
68

―
―

合
　
計

6.2
兆
円

程
度

35
,00
0
4.9
兆
円

程
度

25
,00
0

1.4
兆
円

程
度

10
,00
0

（
注
）
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
の
で
、
端
数
に
お
い
て
は
合
計
と
は
一
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
3
回
）
平
成
11
年
12
月
14
日
配
布
資
料
1
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
11
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
・
企

画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
・
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
編
」
93
-9
4ペ
ー
ジ
）。

650　　Ⅲ　予算


